
平成２６年２月２０日 

 
 
 
 
 
 
 
 

平成２６年度 
 
 

当 初 予 算 の 概 要 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

下 関 市  
 
 
 
 

 
 
 

平成２７年２月１３日、下関市は１０歳の誕生日を迎えます。 

 
 

１０th Anniversary 



目 次 

○ 平成２６年度当初予算について ………………………………………… １ページ

○ 概 括 ……………………………………………………………………… ２ページ

・ 会計別予算規模 

・ 歳入の状況（一般会計） 

・ 歳出(目的別)の状況（一般会計） 

・ 歳出(性質別)の状況（一般会計） 

・ 基金残高（定額運用基金を除く） 

・ 市債残高（一般会計） 

○ 会計別前年度対比表 ……………………………………………………… ８ページ

○ 性質別経費前年度対比表（一般会計） ………………………………… 10ページ

○ ４つの重点テーマ事業 ……………………………………………………  11ページ 

○ 施策の概要

１．情報があふれ、活動しやすい便利なまち ……………………… 16ページ 

２．人と自然にやさしく安全で安心して暮らせるまち …………… 21ページ 

３．将来に希望をもって意欲的に働ける自立したまち …………… 28ページ 

４．観光や交流から生まれる多彩で魅力あるまち ………………… 34ページ 

５．誰もが健康で、ふれあいを大切にした温かみのあるまち …… 38ページ 

６．地域の特色を活かしたまなびのまち …………………………… 46ページ 

７．市民も企業も行政もみんなで担える元気なまち ……………… 51ページ 

○ 新規開設施設 ………………………………………………………………  54ページ

○ 主な事務事業の見直し ……………………………………………………  55ページ

○ ゼロ予算事業リスト ………………………………………………………  56ページ



平 成 ２ ６ 年 度 当 初 予 算 に つ い て

１ 基本的な考え方 

合併後のまちづくりが最終段階を迎える中、「元気・飛躍！下関」をキー

ワードに、本市総合計画の後期基本計画に基づき、伝統と愛着のある、わが

ふるさと下関市の「元気」を増進させるための施策を着実に推進していきま

す。 

２ 重点テーマの設定 

平成２６年度において、重点的に予算を配分すべき施策として４つの重点

テーマを設定しました。 

「１ 地域内分権の推進」については、人口減少や少子高齢化により地域力が

低下する中、住民が地域の発展に主体的に関わり、地域力創造の取組みを進

め、地域の活力を向上させていきます。 

「２ 交流人口の拡大」については、観光交流ビジョン 2022に基づき、交流人

口 1,000万人、宿泊客 100万人を目指し、「観光交流都市 下関市」の構築に

向けてさらなる交流人口の拡大に努めます。 

「３ 公共施設マネジメントの推進」については、昭和 40 年代から昭和 50 年代

にかけて建築された公共施設が老朽化し、その更新が一定期間に集中するこ

とが想定されることから、その更新需要を抑制するとともに、更新費用の平

準化を図っていきます。 

 「４ 新下関市合併１０周年記念事業」については、平成２７年２月１３日に合

併１０周年を迎えることから、合併の意義を確認し、節目を迎えることがで

きた喜びを市民と共有するとともに、未来に向けて一層の躍進を図っていき

ます。 

３ 特別会計の整理 

市債の償還と借換えを一元管理する公債管理特別会計を新たに設置する

とともに、市営駐車場の使用料を指定管理者の収入とする利用料金制度を採

用することに伴い駐車場事業特別会計を廃止します。 

- 1 - 
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概　　　　　括

・会計別予算規模 (単位：百万円)

区　　　分 平成26年度
平成25年度
(6月補正後)

増  減  額 増 減 率 ％

122,560    124,731    △ 2,171 △ 1.7 

75,372     74,135     1,237       1.7         

計 197,932    198,866    △ 934 △ 0.5 

企　業　会　計 60,863     50,664     10,199      20.1        

※公債管理特別会計の予算額は、他の会計の公債費と重複するため予算の規模からは除外しています。

※平成25年度の特別会計の予算額は、比較のため5月補正予算額(前年度の赤字処理分)を除いています。

一　般　会　計

●一般会計については、下関駅にぎわいプロジェクトや本庁･消防庁舎の整備事業な
どの建設事業費が減となったことにより、予算規模は減少しています。

●特別会計については、保険給付費の増により介護保険会計や、地域医療センター
(仮称)整備費の増により市立市民病院債管理会計が大きく伸びたことにより全体の
規模は増加しています。なお駐車場事業会計は25年度をもって廃止することとして
います。

●企業会計については、ＳＧレース開催による競艇事業会計の増、他の会計につい
ては会計制度の改正に伴う退職手当引当金の計上により、全体の規模は大きく伸び
ています。

特　別　会　計

※平成25年度は6月補正後の予算額
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・歳入の状況（一般会計）　 (単位：百万円)

区　　分 平成26年度 平成25年度
(6月補正後)

増  減  額 増 減 率 ％

市　　　　税 33,429      33,177      252            0.8            

　 うち市民税 15,137      15,080      57             0.4            

　 うち固定資産税 14,163      14,035      128            0.9            

地 方 交 付 税 29,330      28,990      340            1.2            

国・県支出金 23,366      23,644      △ 278 △ 1.2 

市　　　　債 15,246      18,948      △ 3,702 △ 19.5 

その他の収入 21,189      19,972      1,217          6.1            

合　　計 122,560     124,731     △ 2,171 △ 1.7 

●市債の減については、建設事業費が減となったことによるものです。

●その他の収入の増については、地域の元気基金繰入金の増、消費税率の引上げに
伴う地方消費税交付金の増などによるものです。

●市税の増については、復興財源確保のための税制措置による個人市民税均等割の
増、企業の業績好転による法人市民税の増、大規模造成地での店舗建設等による固
定資産税の増などによるものです。

●地方交付税の増については、臨時財政対策債等償還費の増などによるものです。

市税

334.3億円 27.3%

地方譲与税・交付金

41.0億円 3.4%

地方交付税

地方特例交付金

294.4億円 24.0%

国・県支出金

233.7億円 19.1%

繰入金

44.6億円 3.6%

市債

152.5億円 12.4%

その他の収入

125.2億円 10.2%

歳入の状況（一般会計）
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・歳出(目的別)の状況（一般会計） (単位：百万円)

区　　分 平成26年度 平成25年度
(6月補正後)

増  減  額 増 減 率 ％

議 　会　 費 626         636         △ 10 △ 1.6 

総　 務　 費 12,633      14,356      △ 1,723 △ 12.0 

民   生　 費 44,065      43,046      1,019          2.4            

衛　 生　 費 13,091      9,687       3,404          35.1           

労   働　 費 291         410         △ 119 △ 29.0 

農林水産業費 3,405       3,496       △ 91 △ 2.6 

商   工　 費 6,917       7,345       △ 428 △ 5.8 

土   木   費 12,779      15,750      △ 2,971 △ 18.9 

消   防   費 4,583       5,881       △ 1,298 △ 22.1 

教   育   費 10,259      10,462      △ 203 △ 1.9 

災 害 復 旧 費 10          5           5              100.0          

公   債   費 13,801      13,557      244            1.8            

予   備   費 100         100         -              -             

合　　計 122,560     124,731     △ 2,171 △ 1.7 

●土木費の減については、下関駅にぎわいプロジェクトの終了によるものです。

●総務費の減については、庁舎整備事業費の減によるものです。

●民生費の増については、後期高齢者医療会計への繰出金や障害者自立支援給付費
の増によるものです。

●衛生費の増については、新ごみ焼却施設整備事業費の増によるものです。

●労働費の減については、緊急雇用事業費の減によるものです。

●消防費の減については、消防庁舎整備事業の終了によるものです。

議会費

6.3億円

0.5% 総務費

126.3億円

11.5%

民生費

440.6億円

35.9%

衛生費

130.9億円

10.7%

労働費

2.9億円

0.2%

農林水産業費

34.1億円

2.8%

商工費

69.2億円

5.6%

土木費

127.8億円

10.4%

消防費

45.8億円

3.7%

教育費

102.6億円

8.4%

災害復旧費

0.1億円

0.0%

公債費

138.0億円

11.3%

予備費

1.0億円

0.1%

歳出の状況（一般会計・目的別）
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・歳出(性質別)の状況（一般会計）　
(単位：百万円)

区　　分 平成26年度 平成25年度
(6月補正後)

増  減  額 増 減 率 ％

人　 件　 費 21,518      21,641      △ 123 △ 0.6 

扶　 助　 費 26,927      26,861      66             0.2            

投 資 的 経 費 15,984      18,002      △ 2,018 △ 11.2 

うち普通建設事業 15,974      17,997      △ 2,023 △ 11.2 

　　うち補助事業 5,761       7,111       △ 1,350 △ 19.0 

　　うち単独事業 10,213      10,886      △ 673 △ 6.2 

公　 債　 費 13,800      13,556      244            1.8            

繰　 出　 金 15,131      14,648      483            3.3            

そ　 の　 他 29,200      30,023      △ 823 △ 2.7 

合　　計 122,560     124,731     △ 2,171 △ 1.7 

●人件費の減については、職員数及び退職手当の減によるものです。

●その他の経費の減については、合併振興基金の積立ての終了や商工関係貸付金の
減によるものです。

●繰出金の増については、後期高齢者医療会計や国民健康保険会計への繰出金の増
によるものです。

●公債費の増については、臨時財政対策債や合併特例債の償還費の増によるもので
す。

●投資的経費の減については、下関駅にぎわいプロジェクトや本庁、消防庁舎の整
備事業などの建設事業費の減によるものです。

人件費

215.2億円

17.5%

扶助費

269.3億円

22.0%
公債費

138.0億円

11.3%

物件費

137.9億円

11.3%

維持補修費

14.9億円

1.2%

補助費等

94.0億円

7.7%

普通建設

（補助）

57.6億円

4.7%

普通建設

（単独）

102.1億円

8.3%

災害復旧費

0.1億円

0.0%

積立金

0.1億円

0.0%

投資及び

出資金

0.0億円

0.0%
貸付金

44.1億円

3.6%

繰出金

151.3億円

12.3%

予備費

1.0億円

0.1%

歳出の状況（一般会計・性質別）
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・基 金 残 高（定額運用基金を除く）
(単位：百万円)

財政調整基金 減債基金 特定目的の基金 合　　計

平成25年度末見込 9,071       447         11,883      21,401      

取　崩　額 2,000       200         2,262       4,462       

積　立　額 7           7           

平成26年度末見込 7,071       247         9,628       16,946      

△ 2,000 △ 200 △ 2,255 △ 4,455 

●基金については、財政調整基金、減債基金のほか福祉施設等運営基金(4.7億円)、
地域福祉基金(1.7億円)、合併振興基金(1.8億円)、地域の元気基金(11億円)などを
取り崩す一方で、財政調整基金の剰余金積立額については、決算確定後補正予算に
おいて積立てを行うため、26年度末残高見込は44.6億円減の169.5億円となっていま
す。

残高増減

※平成２２年度までは決算積立後の額、２５・２６年度は見込額

89.4 
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・市 債 残 高（一般会計）　
(単位：百万円)

うち臨時財政対策債

平成25年度末残高見込 84,847      44,545      41,115      129,392     

借　入　額 9,776       5,470       5,470       15,246      

償　還　額 9,096       3,145       2,289       12,241      

平成26年度末残高見込 85,527      46,870      44,296      132,397     

680         2,325       3,181       3,005       

※特別債は、減税補てん債・臨時税収補てん債・臨時財政対策債の合計額

 

残高増減

●プライマリーバランスについては、借入額が償還額を上回るため、26年度は赤字
となっていますが、建設事業のピークが過ぎる27年度以降は、プライマリーバラン
スが好転する見込みです。

通　常　債 特　別　債 合　　計

●市債残高については、25年度に引き続き合併特例債を活用した建設事業費の規模
が大きいことから、借入額もこれに連動して高水準となっており、残高は増加する
見込みです。

※平成２４年度までは決算額、２５・２６年度は見込額

※特別債は、減税補てん債・臨時税収補てん債・臨時財政対策債の計
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会 計 別 前 年 度 対 比 表
(単位：千円)

会　計 ・ 款　別 予  算  額 構成比 予  算  額 構成比 差引増減額 増減率

(A) ％ (B) ％ (A)-(B) ％

市 税 33,429,117 27.3 33,177,301 26.6 251,816 0.8

　　　うち 市民税 15,136,648 12.4 15,080,233 12.1 56,415 0.4

　　　うち 固定資産税 14,162,766 11.6 14,034,817 11.3 127,949 0.9

地 方 譲 与 税 804,026 0.7 909,055 0.7 △ 105,029 △ 11.6

利 子 割 交 付 金 111,837 0.1 105,409 0.1 6,428 6.1

配 当 割 交 付 金 147,073 0.1 73,561 0.1 73,512 99.9

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 25,610 0.0 20,614 0.0 4,996 24.2

地 方 消 費 税 交 付 金 2,707,562 2.2 2,497,391 2.0 210,171 8.4

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 53,452 0.0 48,972 0.0 4,480 9.1

自 動 車 取 得 税 交 付 金 109,639 0.1 213,699 0.2 △ 104,060 △ 48.7

国有提供施設等所在市助成交付金 84,256 0.1 66,703 0.1 17,553 26.3

地 方 特 例 交 付 金 110,210 0.1 108,533 0.1 1,677 1.5

地 方 交 付 税 29,330,000 23.9 28,990,000 23.2 340,000 1.2

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 53,000 0.0 53,768 0.0 △ 768 △ 1.4

分 担 金 及 び 負 担 金 1,636,652 1.3 1,524,120 1.2 112,532 7.4

使 用 料 及 び 手 数 料 3,850,077 3.1 3,772,090 3.0 77,987 2.1

国 庫 支 出 金 16,648,405 13.6 16,918,045 13.6 △ 269,640 △ 1.6

県 支 出 金 6,717,594 5.5 6,725,509 5.4 △ 7,915 △ 0.1

財 産 収 入 512,418 0.4 463,966 0.4 48,452 10.4

寄 附 金 7,718 0.0 7,569 0.0 149 2.0

繰 入 金 4,462,137 3.6 3,170,807 2.5 1,291,330 40.7

繰 越 金 600,000 0.5 600,000 0.5 0 0.0

諸 収 入 5,913,017 4.8 6,336,545 5.1 △ 423,528 △ 6.7

市 債 15,246,200 12.4 18,947,600 15.2 △ 3,701,400 △ 19.5

議 会 費 626,099 0.5 636,149 0.5 △ 10,050 △ 1.6

総 務 費 12,632,933 10.3 14,356,023 11.5 △ 1,723,090 △ 12.0

民 生 費 44,064,665 36.0 43,046,044 34.5 1,018,621 2.4

衛 生 費 13,090,705 10.7 9,687,502 7.8 3,403,203 35.1

労 働 費 291,294 0.2 410,341 0.3 △ 119,047 △ 29.0

農 林 水 産 業 費 3,404,986 2.8 3,495,548 2.8 △ 90,562 △ 2.6

商 工 費 6,917,250 5.6 7,344,714 5.9 △ 427,464 △ 5.8

土 木 費 12,779,285 10.4 15,750,174 12.6 △ 2,970,889 △ 18.9

消 防 費 4,582,303 3.7 5,881,080 4.7 △ 1,298,777 △ 22.1

教 育 費 10,259,182 8.4 10,461,881 8.4 △ 202,699 △ 1.9

災 害 復 旧 費 10,000 0.0 5,000 0.0 5,000 100.0

公 債 費 13,801,298 11.3 13,556,801 10.9 244,497 1.8

予 備 費 100,000 0.1 100,000 0.1 0 0.0

  一 般 会 計 　　 計 122,560,000 100.0 124,731,257 100.0 △ 2,171,257 △ 1.7

比　　  較

一
 
般
 
会
 
計
 
・
 
歳
 
出

平 成 ２６ 年 度
平 成 ２５ 年 度
（6月補正後）

一
 
 
般
 
 
会
 
 
計
 
・
 
歳
 
 
入
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(単位：千円)

会　計 ・ 款　別 予  算  額 構成比 予  算  額 構成比 差引増減額 増減率

(A) ％ (B) ％ (A)-(B) ％

港 湾 会 計 5,957,062 7.9 5,456,438 7.4 500,624 9.2

臨 海 土 地 造 成 事 業 会 計 7,300 0.0 5,000 0.0 2,300 46.0

渡 船 会 計 201,687 0.3 129,038 0.2 72,649 56.3

市 場 会 計 883,400 1.2 875,924 1.2 7,476 0.9

国 民 健 康 保 険 会 計 34,527,507 45.7 35,025,025 47.1 △ 497,518 △ 1.4

土 地 取 得 会 計 140,480 0.2 787,624 1.1 △ 647,144 △ 82.2

観 光 施 設 事 業 会 計 152,056 0.2 435,281 0.6 △ 283,225 △ 65.1

駐 車 場 事 業 会 計 0.0 264,525 0.4 △ 264,525 皆減

漁業集落環境整備事業会計 10,935 0.0 10,897 0.0 38 0.3

介 護 保 険 会 計
(介護保険事業勘定)

25,856,069 34.3 25,325,603 34.2 530,466 2.1

介 護 保 険 会 計
(介護サービス事業勘定)

99,397 0.1 100,194 0.1 △ 797 △ 0.8

農 業 集 落 排 水 事 業 会 計 376,597 0.5 371,969 0.5 4,628 1.2

母子寡婦福祉資金貸付事業会計 42,504 0.1 43,900 0.1 △ 1,396 △ 3.2

後 期 高 齢 者 医 療 会 計 4,579,897 6.1 4,173,639 5.6 406,258 9.7

市 立 市 民 病 院 債 管 理 会 計 2,537,089 3.4 1,130,073 1.5 1,407,016 124.5

75,371,980 100.0 74,135,130 100.0 1,236,850 1.7

17,795,219 17,795,219 皆増

　  総　計（一般＋特別会計）  [注1] 197,931,980 198,866,387 △ 934,407 △ 0.5

水 道 事 業 会 計 11,877,906 19.5 9,917,564 19.6 1,960,342 19.8

工 業 用 水 道 事 業 会 計 369,589 0.6 321,998 0.6 47,591 14.8

公 共 下 水 道 事 業 会 計 15,731,319 25.8 15,182,038 30.0 549,281 3.6

病 院 事 業 会 計 2,298,355 3.8 1,697,997 3.3 600,358 35.4

競 艇 事 業 会 計 30,585,551 50.3 23,544,517 46.5 7,041,034 29.9

　企　業　会　計　　　計 60,862,720 100.0 50,664,114 100.0 10,198,606 20.1

[注1] 特別会計のうち公債管理会計は、他の会計の公債費と重複するため、総計額には含んでいません。

[注2] 平成25年度の特別会計の予算額は、比較のため5月補正予算額(前年度の赤字処理分)を除いています。

企
業
会
計

特
　
　
　
別
　
　
　
会
　
　
　
計

平 成 ２６ 年 度
平 成 ２５ 年 度

     （6月補正後）[注2]
比　　  較

特　別　会　計　　　計

公 債 管 理 特 別 会 計

廃止
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性質別経費前年度対比表（一般会計）

 (単位：千円)

区　　　　　分 予  算  額 構成比  予  算  額 構成比 差引増減額 増減率 備    考

 (A) ％ (B) ％ (A)-(B) ％

人 件 費 21,517,632 17.5 21,640,597 17.4 △ 122,965 △ 0.6
職員数の減
(2,283人→2,268人)

扶 助 費 26,926,716 22.0 26,861,176 21.5 65,540 0.2
障害者自立支援給付費
の増など

公 債 費 13,800,498 11.3 13,556,009 10.9 244,489 1.8
臨時財政対策債の償還
の増など

小　　　計 62,244,846 50.8 62,057,782 49.8 187,064 0.3

物　 　 件　　　費 13,789,750 11.3 13,462,901 10.8 326,849 2.4
じん芥収集の民間委託
や指定管理料の増など

維  持  補  修  費 1,495,244 1.2 1,502,148 1.2 △ 6,904 △ 0.5

補   助   費    等 9,398,130 7.7 8,956,338 7.2 441,792 4.9
病院事業会計補助金、
大規模建築物耐震診断
補助金の増など

普通建設事業費 15,974,528 13.0 17,996,577 14.4 △ 2,022,049 △ 11.2

補　　　助 5,761,205 4.7 7,110,830 5.7 △ 1,349,625 △ 19.0
下関駅にぎわいプロ
ジェクトの減など

単　　　独 10,213,323 8.3 10,885,747 8.7 △ 672,424 △ 6.2
本庁舎、消防庁舎整備
の減など

災 害 復 旧 費 10,000 0.0 5,000 0.0 5,000 100.0

補　　　助 0 0.0 0 0.0 0 0.0

単　　　独 10,000 0.0 5,000 0.0 5,000 100.0

失業対策事業費

補　　　助

単　　　独

計 15,984,528 13.0 18,001,577 14.4 △ 2,017,049 △ 11.2

積 立 金 6,804 0.0 808,190 0.6 △ 801,386 △ 99.2
合併振興基金の積立終
了

投 資 及び 出 資 金 147 0.0 293 0.0 △ 146 △ 49.8

貸 付 金 4,409,719 3.6 5,194,160 4.2 △ 784,441 △ 15.1
商工関係貸付金の減な
ど

繰 出 金 15,130,832 12.3 14,647,868 11.7 482,964 3.3
後期高齢者医療会計へ
の繰出金の増など

前 年 度 繰 上 充 用 金

予 備 費 100,000 0.1 100,000 0.1 0 0.0

歳　出　合　計 122,560,000 100.0 124,731,257 100.0 △ 2,171,257 △ 1.7

比　　　較
平 成 ２５ 年 度
（6月補正後）

平 成 ２６ 年 度

建
　
　
設
　
　
事
　
　
業
　
　
費
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●重点テーマ事業

(単位：千円)

事業名 予算額

・ 地域内分権推進業務 <地域支援課> 4,300 

・ コミュニティ･スクール推進事業 <学校教育課> 11,929 

・ 全国コミュニティ･スクール研究大会 <学校教育課> 1,575 

(単位：千円)

事業名 予算額

・ 下関観光キャンペーン補助金 <観光政策課> 43,051 

(3,000)

(3,000)

(3,000)

(1,000)

・ 下関観光ガイドブックの全戸配布 <観光政策課> 2,994 

・ 観光プロモーションＤＶＤ製作 <観光政策課> 3,000 

・ 外国人観光客滞在促進事業 <国際課> 1,500 

・ コンベンション誘致活動強化費補助金 <観光政策課> 5,000 

　住民自治によるまちづくりの推進に関する条例(仮称)の制定、住民自治による
まちづくり推進計画(仮称)の策定、まちづくり会議(仮称)の開催(10地区程度を
先行実施)

　全ての小･中学校にコーディネーターを配置し、地域と学校が一体となって学
校づくりを推進する。

　第３回全国コミュニティ･スクール研究大会を本市引受けにより開催する。
　(日程)　8月5日　(場所) 市民会館

「観光寸劇」「源平night in 赤間神宮」「ふくちょうちんまつり」などのおも
てなし事業を行う。

　イルミネーション水族館（光のオブジェ追加）

　ニーズ別企画　「家族旅」「シニア旅」

　食企画　「美味ふく下関」「美味極上下関(仮称)」

　萩市との高杉晋作関連広域連携事業

　観光客に対する市民のホスピタリティ向上のため、市民向けに編集した観光ガ
イドブックを全戸に配布する。

　旅行エージェント等に対するプロモーション用に最新の観光情報を紹介するＤ
ＶＤを製作する。

　本市に宿泊する外国人観光客の増加を図るため、海外の旅行エージェントに対
して補助をする。（フェリー利用限定条件を廃止）

　下関観光コンベンション協会のコンベンション誘致活動強化事業を助成する。

地域内分権の推進

交流人口の拡大
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事業名 予算額

・ 駅前イルミネーション増設 <公園緑地課> 5,000 

・ 唐戸地区イルミネーション設置 <商工振興課> 1,000 

・ 観光案内板等の整備 <観光施設課> 1,200 

・ 高杉晋作終焉の地環境整備 <文化財保護課> 4,000 

・ 観光関連施設周辺道路整備事業 <道路課> 42,000 

・ 海響館増改築基本構想策定 <観光施設課> 3,110 

・ 火の山展望台基本計画策定 <観光施設課> 2,877 

・ 山陰本線利用促進事業 <企画課> 1,024 

・ 朝鮮通信使関連事業 <市民文化課> 7,300 

・ ほたるサミット開催事業 <企画課> 3,500 

・ ねんりんピック推進業務 <スポーツ振興課> 16,426 

　朝鮮通信使行列再現を実施するとともに、朝鮮通信使世界記憶遺産登録推進部
会へ加入して登録を目指す。

　ビール列車等企画列車の運行、フォトカレンダーの作成･配布を行う。
　（長門市との共同事業）

　中心市街地の賑わい創出のため、唐戸公園にイルミネーションを設置する。

　高杉晋作終焉の地周辺道路舗装･側溝改良、桜山神社周辺歩道整備、李鴻章道
の舗装を行う。

　第２６回ほたるサミットを本市引受けにより開催する。
　(日程)　6月

　平成27年に山口県で開催するねんりんピックのプレ大会を開催する。
　（本市開催種目）弓道、なぎなた、サッカー、ボウリング

　老朽化した火の山展望台の建替えのための基本計画を策定する。

　高杉晋作療養の地の誘導･説明板設置、串崎城説明板を設置する。

　下関駅前(人工地盤)のイルミネーションを増設して夜の賑わい空間を演出す
る。

　白石家からの寄付金を原資として、高杉晋作終焉の地の環境整備を行う。

　水族館の新たな魅力づくりのため施設改善に向けた基本構想を策定する。
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(単位：千円)

事業名 予算額

① 公共施設マネジメント推進体制の整備

・ 公共施設マネジメント推進業務 <行政管理課> 7,444 

・ 道路台帳統合業務 <道路課> 30,000 

② 公共施設の安全安心の確保

・ 耐震化事業 592,495 

・ 防火設備改修 58,900 

・ 消防･救急車両更新 <消防局> 400,000 

・ その他安全対策事業

消防機庫改築（4ヶ所） <消防局> 30,900 

防災行政無線整備（六連島､蓋井島） <防災安全課> 8,000 

陽光苑ナースコールシステム更新 <いきいき支援課> 15,000 

角島灯台公園展望ギャラリー転落防止柵改修 <観光施設課> 3,000 

小･中学校階段昇降機(7台) <学校支援課> 11,500 

③ 公共施設の快適性の向上

・ トイレ改修

市民会館トイレ改修(洋式化･女性専用化) <市民文化課> 17,000 

ゆたか児童館トイレ改修(洋式化) <こども家庭課> 900 

唐戸地区アメニティ施設整備 <環境施設課> 35,000 

美術館トイレ改修(洋式化) <美術館> 6,600 

・ 空調･冷暖房設備改修 212,750 

④ 公共施設の長寿命化の推進

・ 施設改修 239,400 

⑤ 不要な公共施設の廃止

・ 祇園原住宅１号解体撤去 <管財課> 2,625 

・ 旧五千原団地解体撤去 <いきいき支援課> 4,300 

市民センター、こども発達センター、保育所(8園)、商工業振興センター、
勤労福祉会館、小･中学校職員室等(5校)、彦島図書館

　公共施設カルテの作成及び公表するとともに、地図情報を利用した分析ソ
フトを導入する。

　旧市町単位で管理している道路台帳をデジタル化して統合し、一元管理を
行う。

長府体育館２階フロア改修、菊川運動公園照明設備改修、市営住宅エレベー
ター改修、細江ふ頭国際ターミナル屋根改修　ほか10件

市民会館耐震実施設計、勤労婦人センター耐震二次診断、市営住宅耐震診断
(10棟)、小･中学校耐震化事業(34棟)、幼稚園耐震二次診断(3園)、消防署所
耐震改修工事(4署所)

梅花園排煙設備設置、市営住宅防火戸･避難ハッチ改修、長府公民館屋内消
火栓等設置

はしご付消防自動車(1台)、水槽付消防ポンプ自動車(1台)、消防ポンプ自動
車(2台)、資材搬送車(1台)、高規格救急自動車(3台)

公共施設マネジメントの推進
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(単位：千円)

NO 予算額

1 合併１０周年記念式典　　(日程) 2月　(場所) 市民会館（予定） <企画課> 3,000 

2 コミュニティ放送局整備事業  放送エリアの拡大 <情報政策課> 40,000 

3 捕鯨船第二十五利丸モニュメント設置事業 <水産課> 36,700 

4 夜間景観創出事業(ﾌﾟﾛｼﾞｪｸｼｮﾝﾏｯﾋﾟﾝｸﾞ)　(日程) 2月 <まちなみ住環境整備課> 5,000 

5 市報しものせき「合併10周年記念特集号」の発行 <広報広聴課> 3,000    

6 下関市消防団合併１０周年記念事業　　消防団旗の新調 <消防局> 1,300 

7 ふるさと納税ご当地WAONカード作製 <企画課> 470 

8 下関市ご当地ナンバープレート作製 <資産税課> 2,000 

9 特別巡回ラジオ体操　　(日程) 7月 <スポーツ振興課> 2,042 

10 <文化財保護課> 823 

11 <人類学ミュージアム> 4,995 

12 道の駅蛍街道西ノ市開館１０周年記念祭　(日程) 11月 <豊田･地域政策課> 800 

13 <豊浦･地域政策課> 100 

14 第８回下関市芸術文化祭　　(日程) 8月～12月 <市民文化課> 3,500 

15 For Kidsフォーラム（名称未定）　　(日程) 10月（予定） <こども家庭課> 1,900 

16 海峡のまち下関歴史ウォーク　　(日程) 11月 <スポーツ振興課> 1,015 

17 下関海響マラソン２０１４　　(日程) 11月 <スポーツ振興課> 27,894 

18 ツール・ド・しものせき２０１４　　(日程) 10月 <スポーツ振興課> 5,500 

19 第２３回ビーチバレーボールフェスティバル　(日程) 8月 <スポーツ振興課> 1,119 

20 下関市景観賞　　(日程) 10月 <まちなみ住環境整備課> 150 

21 下関市緑化祭　　(日程) 10月 <公園緑地課> 3,682 

22 下関市消防出初式　　(日程) 1月 <消防局> 621 

23 下関市消防操法大会　　(日程) 7月 <消防局> 645 

24 ２０１４防災フェア　　(日程) 6月 <消防局> 41 

25 菊川文化産業祭　　(日程) 11月 <菊川･地域政策課> 2,393 

26 豊田のホタル祭り　　(日程) 6月 <豊田･地域政策課> 2,961 

27 豊北ふるさとまつり　　(日程) 10月 <豊北･地域政策課> 1,123 

事業名等

地域の活性化支援講演会　　(日程) 11月
～これまでの下関これからの下関～

下関の自然シンポジウム　　(日程) 6月
(豊田ホタルの里ミュージアム開館10周年記念)

鯨文化のシンポジウム　　(日程) 11月
(豊北歴史民俗資料館開館3周年記念)

新下関市合併１０周年記念事業
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施　　　　　策　　　　　の　　　　　概　　　　　要

１　情報があふれ、活動しやすい便利なまち (2)連携・交流の促進 P 36

(1)道路の整備 P 16 (3)国際交流の促進 P 37

(2)公共交通の整備 P 17

(3)市街地の整備 P 18

(4)公園・緑地の整備 P 19 (1)保健・医療の充実 P 38

(5)情報・通信の整備 P 19 (2)国民健康保険事業の充実 P 39

(6)港湾の整備 P 20 (3)地域福祉の充実 P 40

(4)高齢者福祉の充実 P 40

２　人と自然にやさしく安全で安心して暮らせるまち (5)障害者福祉の充実 P 42

(1)自然環境の保全 P 21 (6)児童福祉の充実 P 42

(2)河川・海岸環境の整備 P 22 (7)母子・父子福祉の充実 P 44

(3)森林の維持と活用 P 22 (8)低所得者福祉の充実 P 45

(4)上水道の整備 P 23 (9)介護保険事業の充実 P 45

(5)下水道の整備 P 23

(6)住環境の整備 P 24 ６　地域の特色を活かしたまなびのまち

(7)衛生環境の整備 P 25 (1)生涯学習の推進 P 46

(8)地域・生活関連施設の整備 P 26 (2)学校教育の充実 P 46

(9)生活安全の推進 P 26 (3)文化・スポーツの振興 P 49

(4)国際化への対応 P 50

３　将来に希望をもって意欲的に働ける自立したまち

(1)農林水産業の振興 P 28 ７　市民も企業も行政もみんなで担える元気なまち

(2)商工業の振興 P 31 (1)開かれた行政への取組 P 51

(3)就業支援策の強化 P 32 (2)市民活動支援の推進 P 51

(4)貿易の振興 P 33 (3)行政機能の充実及び行財政運営の効率化 P 52

(4)人権教育・啓発活動の充実 P 53

４　観光や交流から生まれる多彩で魅力あるまち (5)男女共同参画の推進 P 53

(1)観光・レクリエーションの振興 P 34

(注1)　新：H26新規事業　拡：H26拡充事業

５　誰もが健康で、ふれあいを大切にした温かみのあるまち

(注2)　予算額が１者に対する１件の委託料のみの場合は、予定価格を示すこととなるため「－」表示としています。
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平成２６年度 　施 　策 　の 　概 　要

まちづくりの基本理念

※平成25年度の予算額は6月補正後

平成26年度 平成25年度

(1)道路の整備

ｱ) 道路整備事業 <道路課> 857,300 707,642

・ 長府才川町11号線（道路改良､補償）

・ 武久町85号線（道路改良､用地買収）

・ 川棚小串海岸線（道路改良､用地買収等）

・ 延行･郷線（用地買収等）

新 ・ 彦島塩浜町8号線（詳細設計）

・ 小月･小島線（詳細設計）

新 ・ 小月西の台15号線（詳細設計）

・ 角島大橋線（道路改良､用地買収等）

・ 波原神田口線（道路改良､用地買収等）

・ 阿川田耕線（道路改良）

・ 日野線（道路改良）

新 ・ 阿川停車場線（詳細設計､道路改良､補償）

・ 堂の奥森の前線（道路改良）

・ 黒瀬松原線（詳細設計､道路改良）

ｲ) 交通安全施設等整備事業 <道路課> 175,750 235,295

・ 高尾幡生線（通学路整備：歩道整備）

・ 田中町1号線（通学路整備：用地買収等）

新 ・ 上新地町25号線（通学路整備：詳細設計）

新 ・ 中道線（通学路整備：詳細設計）

ｳ) 街路整備事業 <道路課> 545,514 271,768

・ 竹崎園田線（道路改良､補償）

・ 勝谷形山線（道路改良）

・ 武久幡生本町線(２期)（用地買収）

・ 西山･熊野線（道路改良）

予 算 額 （ 千 円 ）
項　　　　　　　　　　　　目

自然と歴史と人が織りなす交流都市 
～自然と人、人と人、ふれあいで輝く共創のまちづくりを目指して～ 

１．情報があふれ、活動しやすい便利なまち（都市基盤） 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成26年度 平成25年度

ｵ) 橋りょう維持 <道路課> 145,649 198,648

・ 下関市橋梁長寿命化修繕計画に基づく改修

　金比羅橋　ほか

ｶ) 国道等整備促進 <都市計画課> 2,480 1,916

下関市一般国道建設整備促進期成同盟協議会

山口県山陰自動車道長門・下関建設促進期成同盟会

ｷ) 都市交通体系調査 <都市計画課> 6,347 4,363

・ 道路網検討調査業務

　国道２号印内勝山間事業化促進業務

新 　都市計画道路事業化促進検討業務

(2)公共交通の整備

ｱ) バス交通 <企画課>

・ 生活バス運行業務 60,014 53,534

　生活バス運行委託、生活バス車両更新(1台)

・ 廃止路線代替バス運行事業 92,000 92,000

・ コミュニティ交通運営費助成 1,850 1,781

　粟野地区コミュニティ交通助成

・ 地方バス路線維持費助成 200,000 200,000

ｲ) 鉄道交通

・ ＪＲ山陰本線利用促進 <企画課> 1,024 680

・ ＪＲ山陰本線観光列車運行（みすゞ潮彩） <観光政策課> 855 855

ｳ) 海上交通

・ 離島航路（六連島航路・蓋井島航路） <港湾局> 201,687 129,038

新 　「六連丸」大規模改修 (73,000)

長門市と連携し、山陰本線の利用促進のための普及啓発を図る。 
（ビール列車等企画列車の運行、フォトカレンダーの作成） 

長府綾羅木線と下関北バイパスを連絡する幡生綾羅木線の事業化
を促進するための資料作成を行う。 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成26年度 平成25年度

(3)市街地の整備

ｱ) 市街地整備の推進

・ 中心市街地活性化促進業務 <商工振興課> 22,421 23,800

　中心市街地活性化協議会運営支援

　中心市街地活性化事業

新 ・ 唐戸地区アメニティ施設整備事業 <環境施設課> 35,000

・ 唐戸地区市街地再開発基本計画策定 <市街地開発課> 4,668 4,830

・ 都市計画検討調査業務 <都市計画課> 10,615 16,041

新 　中心市街地斜面地再生構想調査検討

新 ・ 総合交通戦略実態調査 <都市計画課> －

・ 地籍調査の推進(本庁･菊川･豊田･豊北地域) <都市計画課> 123,648 128,707

・ 「サイクルタウン下関構想」推進 <都市計画課> 14,768 3,119

新 　新下関駅自転車等駐車対策基本計画策定

新 　自転車等の放置防止に関する事業

・ 自動車駐車場管理業務(特別会計 → 一般会計) <都市計画課> 27,548 107,385

拡 ・ 下関駅前イルミネーションの増設 <公園緑地課> － 2,322

ｲ) 土地区画整理の推進

・ 川中地区土地区画整理事業 <市街地開発課> 52,931 206,900

道路交通と公共交通の在り方を検証し、自動車とそれ以外の交
通手段の利便性向上、利用環境向上に向けた計画策定のため調
査を行う。 

下関駅と唐戸を結ぶ国道９号線の北側に位置する斜面地域の課題
を分析し、地域の再生に向けた検討を行う。 

放置自転車等の巡回、撤去、運搬、保管、返還業務 
放置禁止区域等看板設置、放置自転車等保管場所舗装整備 

唐戸地区の公衆便所を改築し、唐戸の玄関口にふさわしい景観
に配慮したアメニティ施設として整備する。 

唐戸地区の市街地総合再生基本計画(H25策定予定)に基づき、権
利者等の意向がまとまった区域において都市計画に係る検討や
施設建築物の概略計画の検討などを行う。 

換地処分及び清算業務を行う。 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成26年度 平成25年度

(4)公園・緑地の整備

・ 街区公園整備 <公園緑地課> 12,823 17,500

・ 屋上等緑化推進事業 <公園緑地課> 1,000 1,000

・ 街路樹環境対策推進業務 <公園緑地課> 2,600 7,100

・ 緑のリサイクル推進事業 <公園緑地課> － 28,350

・ まちなか緑化推進事業 <公園緑地課> 5,000 5,000

・ 公園安全安心緊急対策事業 <公園緑地課> 5,720 9,935

・ 緑の基本計画策定 <公園緑地課> 8,603 9,450

(5)情報・通信の整備

ｱ) 地域情報化の推進

・ 辺地共聴施設デジタル対応化対策 <情報政策課> 15,933 17,122

・ 高額自己負担世帯に対する助成 <情報政策課> 1,912 1,500

新 ・ コミュニティ放送局整備事業 <情報政策課> 40,000

公園・街路樹の剪定等により生じた枝葉をチップ化し再利用す

ることでゴミを減量化し、ＣＯ2の削減や有機物のリサイクルの

促進を図る。 

中心市街地等の住宅密集地における快適な生活環境の確保や、
防災防犯の観点から、活用可能な土地を寄付する者に対し建物
等の撤去費を補助し、広場や緑地として整備する。 

地上デジタル放送難視聴地域のテレビ共聴施設の新設に対する支
援を行う。 

他の補助制度を活用しても一世帯あたりの負担が 35,000 円 を
超える場合に、その超えた額を助成する。 

コミュニティ放送が旧４町地域においても聴取可能となるよう民
放事業者の電波送信所の整備費用を助成する。 

都市計画公園の配置計画の見直し、公園リニューアル方針、都
市計画区域に編入した菊川・豊浦における公園の配置見直しを
行う。 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成26年度 平成25年度

 (6)港湾の整備 <港湾局>

ｱ) 新港地区整備･利用促進

・ 国直轄事業負担金（護岸） 22,500 53,550

新 ・ 環境整備事業（緑地） 21,600

・ 廃棄物処理場管理事業 600,000 340,000

・ 環境監視業務 34,939 39,531

新 ・ 国際旅客ターミナル整備 215,000

・ 新港地区利用事業費補助金 3,000 3,000

ｲ) 港湾施設整備

・ 本港地区（旅客上屋、防舷材）

　細江ふ頭国際ターミナル屋根改修 228,300 378,400

・ 福浦地区（橋りょう）

・ 長府地区（橋りょう､防波堤）

・ 西山地区（岸壁）(国直轄事業負担金) 22,500 22,500

・ 豊北地区（防波堤、防舷材）(県施行負担金) 5,400 5,696

ｳ) 港湾振興

・ 港湾計画改訂関連業務 10,000 30,000

　港湾環境整備施設基本計画策定、土地需要･利用調査

新 ・ 岬之町機能移転調査 －

・ 下関港湾協会補助金 2,225 225

新 　馬関港開港１５０周年記念事業

馬関港開港１５０周年を記念し、帆船２隻の同時寄港や記念行事
等を開催する。 

岬之町地区の現況把握、課題抽出、既存物流機能の新港地区への
移転方策の検討、機能移転後の跡地利用の検討を行う。 
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平成26年度 平成25年度

(1)自然環境の保全

ｱ) 環境保全の意識向上

・ 環境教育推進（環境ＥＳＤ推進） <環境政策課> 6,457 3,860

　環境教室、菜の花プロジェクトなど

新 　環境ＥＳＤイベント

・ 美化
ぴ か

美化
ぴ か

大作戦 <ｸﾘｰﾝ推進課> 1,050 1,032

・ 海岸漂着物等収集運搬(下関､豊浦､豊北地区) <水産課> 917 907

・ 路上喫煙等禁止 <環境政策課> 9,421 9,277

ｲ) 地球温暖化対策の推進

・ 地球温暖化対策 <環境政策課> 26,105 32,248

　ＬＥＤ防犯灯設置費補助 <環境政策課> (12,000) (12,000)

　住宅用太陽光発電設置費補助 <環境政策課> (10,000) (12,000)

新 ・ 再生可能エネルギー賦存量等調査 <産業政策課> 3,327

予 算 額 （ 千 円 ）
項　　　　　　　　　　　　目

２．人と自然にやさしく安全で安心して暮らせるまち(自然環境・生活環境) 

喫煙等禁止地区において、パトロールによる監視を実施(周知・

普及啓発経費等) 

市域における温室効果ガスの削減に向け、具体的な対策を実践

する。「緑のカーテン」、「ノーマイカーデー」等 

再生可能エネルギーの利用促進を図るため、一般住宅への太陽
光発電システム設置費用の一部を助成する。 

(国の平成25年度補助交付決定分までを対象とする。) 

省エネ・長寿命化を図るため、自治会が設置する既存防犯灯を

LED照明に交換する費用の一部を助成する。 

ＥＳＤ(持続可能な開発のための教育)に関するイベントを開催す

る。 

エネルギー賦存量･利用可能量の算出、エネルギー導入可能エリ

アの調査、送電網の基礎インフラの調査を行う。 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成26年度 平成25年度

新 ・ 再生可能エネルギーの導入検討 <上下水道局> 10,800

(2)河川・海岸環境の整備

ｱ) 河川環境の整備 <河川課>

・ 普通河川新設改良事業 59,725 51,250

・ 水路改良事業 45,444 53,603

・ 浸水対策事業 112,223 19,150

ｲ) 海岸環境の整備

・ 海岸保全施設整備事業

　宇賀漁港海岸保全施設（護岸改良、離岸堤） <水産課> 52,600 37,000

新 　和久漁港海岸保全施設（護岸改良、消波工） <水産課> 22,900

　山陽地区海岸保全施設（堤防） <港湾局> 84,000 10,800

　県施行負担金
<港湾局>

<農林整備課> 13,650 8,930

・ 下関港海岸直轄事業 <港湾局> 440,000 346,667

・ 海岸環境整備事業（松谷海岸） <河川課> 2,300 3,000

(3)森林の維持と活用

ｱ) 森林の活用 <農林整備課>

・ 民有林振興業務 5,105 6,495

・ 市有林造林事業 103,733 96,400

・ 市行造林事業 12,116 22,555

・ 小規模林道事業(広瀬薊河内線外) 12,000 12,000

・ 普通林道開設事業(白滝線) 39,230 14,230

浸水被害を軽減するため、河川・水路の整備を行う。 

竹崎、武久、小月本町、富任、田部、下岡枝、 

大河内、川棚 

下水道の汚泥処理で発生する消化ガス等の再生可能エネルギーを

有効利用する検討を行う。 

小串地区（海岸浸食）、油谷地区（海岸浸食） 
松屋埴生地区（堤防） 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成26年度 平成25年度

(4)上水道の整備 <上下水道局>

ｱ) 長府浄水場更新事業 938,093 951,999

新 ・ 水質管理センター棟の建設

・ 排水処理施設築造工事

・ 浄水処理方法の見直しに伴う膜ろ過方式の実証実験

ｲ) 水道施設の耐震化事業 67,803 14,479

・ 水道管路と長府配水場の耐震化事業計画の策定

ｳ) 水道施設の老朽施設更新事業 238,147 168,709

・ 管路整備

　送水管布設工事実施設計

　配水管布設工事　管延長　約１.５km

(5)下水道の整備

ｱ) 公共下水道整備事業 <上下水道局> 3,572,550 3,792,074

・ 整備面積 ６９.８ha　管渠整備 約１５.７km

ｲ) 公共下水道事業不明水対策 <上下水道局> 94,339 30,712

・ 管路施設のテレビカメラ調査及び管路補強工事等

ｳ) 浸水対策事業 <上下水道局> 606,640 442,000

・ 浸水対策工事（筋ヶ浜､彦島､山陰､山陽､川棚小串）

新 ・ 内水(大雨による浸水)ハザードマップの作成

　筋ヶ浜処理区から着手

新 ・ 下水道台帳(雨水)の電子化

新 ｴ) 再生可能エネルギーの導入検討（再掲P.22） <上下水道局> (10,800)

ｵ) 合併浄化槽の整備促進

・ 合併処理浄化槽設置費補助金 <廃棄物対策課> 43,607 86,840

（H26～　住居新築等の場合は補助対象外）
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項　　　　　　　　　　　　目 平成26年度 平成25年度

(6)住環境の整備

ｱ) 住宅の整備 <建築住宅課>

・ 田部東団地建設事業 366,063 100,246

　建設工事(第1期)､実施設計(第2期)､解体工事､移転助成

・ 公営住宅等関連事業推進 90,000 30,000

　市営住宅耐震診断

ｲ) 都市景観の形成
<まちなみ住
　環境整備課>

・ 都市景観形成推進事業 11,294 5,178

新 　夜間景観創出事業 (5,000)

ｳ) 安全な住環境の整備

・ 急傾斜地崩壊対策事業 <河川課> 114,405 76,535

・ 小規模治山事業 <農林整備課> 18,220 17,840

　吉田、豊田、豊北地域

・ 住宅・建築物耐震化促進事業
<まちなみ住
　環境整備課> 123,167 6,183

　木造住宅耐震診断員派遣

　木造住宅耐震改修補助

　建築物耐震診断補助

新 　要緊急安全確認大規模建築物耐震診断補助 (116,980)

・ 民間住宅対策事業
<まちなみ住
　環境整備課> 9,500 9,700

　省エネ化､バリアフリー化の住宅改修に対する助成

・ 危険家屋対策事業
<まちなみ住
　環境整備課> 19,818 6,425

　危険家屋除却費補助金 (10,000) (5,000)

新 　空き家実態調査 －

改正耐震改修促進法の施行に伴い耐震診断が義務化された民間
の大規模建築物の一部に対して診断費用を助成する。 
(対象建物 7件) 

ＪＲ下関駅前の建物の外壁を活用したプロジェクションマッピン
グにより夜間景観を創出する。（合併10周年記念事業） 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成26年度 平成25年度

(7)衛生環境の整備

ｱ) 処理環境の充実

・ 新ごみ焼却施設建設事業 <環境施設課> 3,217,000 139,000

・ 次期最終処分場整備事業 <環境施設課> 220,200 52,700

　吉母管理場整備

　周辺道路整備

新 ・ 吉母管理場護岸補修補強 <環境施設課> －

　護岸劣化状況調査、補強計画策定、補強工事設計

拡 ・ 一般廃棄物(家庭系)収集運搬業務の民間委託の拡大 315,285 175,646

<ｸﾘｰﾝ推進課>

・ 生ごみ堆肥化容器購入費助成 <ｸﾘｰﾝ推進課> 3,200 3,200

・ 再資源化推進事業奨励 <ｸﾘｰﾝ推進課> 28,195 28,145

・ じん芥処理業務(奥山) <環境施設課> 1,161,927 1,087,488

　奥山工場焼却灰セメント原料化処理 (232,460) (164,430)

・ 産業廃棄物適正処理業務 <廃棄物対策課> 30,622 15,882

　不法投棄パトロール等の実施

・ 終末処理業務 <環境施設課> 743,490 789,927

　彦島工場、豊浦・大津環境浄化組合

ｲ) 公衆衛生の充実

・ 食の安心・安全推進 <生活衛生課> 5,231 5,220

新 ・ 微小粒子状物質(PM2.5)成分分析 <環境政策課> －

・ 公害試験検査機器の整備 <試験検査課> 22,200 1,000

灰溶融炉を廃止することで別途売電収入を得ることができる。 

Ｈ２５～Ｈ２７継続費 ８,０８４,０００千円 

１７０t炉の新設(２２０t炉の更新)、既存１８０t炉の改修 

ＩＣＰ発光分光分析装置(原子吸光分光光度計の代替更新) 

イオンクロマトグラフ(上下水道局の機器のリユース) 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成26年度 平成25年度

(8)地域・生活関連施設の整備

ｱ) 交流施設等の整備

・ 勝山公民館改築事業 <生涯学習課> 28,000 830,000

・ 動物愛護管理業務
<動物愛護管理
　　センター> 9,167 8,433

　成犬譲渡促進のためのしつけ直し事業 (1,954) (2,300)

(9)生活安全の推進

ｱ) 防犯対策 <防災安全課> 42,267 42,769

ｲ) 消防・防災機能の強化

・ 消防車両等整備 <消防局>

　はしご付消防自動車、水槽付消防ポンプ自動車 ほか 428,236 189,920

・ 救急業務高度化資機材整備 <消防局>

　高規格救急自動車

・ 消防無線通信施設整備事業 <消防局> 926,000 667,000

　消防･救急無線デジタル化施設整備（美祢市共同事業）

・ 消防庁舎耐震改修等 <消防局> 284,000 28,000

・ 消防機庫改築事業 <消防局> 30,900 16,800

新 ・ 消防団合併１０周年記念事業 <消防局> 1,300

　消防団旗の新調

東消防署、勝山出張所、西消防署、伊崎出張所の耐震改修工事 

菊川出張所の改築工事(県道拡幅による移転) 

勝山公民館、勝山支所、保健センター整備 

ＲＣ ３階建て（一部４階） 延べ３,６９２.６㎡ 

Ｈ２３～Ｈ２６総事業費 １,２８９,８００ 千円 
平成26年2月3日供用開始  (H26) 旧建物解体､外構工事 

収容犬の生活環境の改善を図りつつ、しつけ直しの訓練を行うた

めの広場とするため、旧動物管理所を解体し再整備する。 

無線のデジタル化に必要な無線中継所等を整備する。 

Ｈ２５～Ｈ２７継続費 １,６５０,０００千円 

岡枝分団１(荒小田)、西市分団４(台)、 

安岡分団１(梶栗)、王喜分団１(草場) 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成26年度 平成25年度

・ 防災業務

　防災行政無線整備事業 <防災安全課> 8,000

　防災資機材備蓄事業 <防災安全課> 3,265 6,265

新 　津波･高潮ハザードマップの作成 <防災安全課> 17,152

新 　木屋川流域防災マップの作成 <豊田総合支所> 200

新 　内水(大雨による浸水)ハザードマップの作成（再掲P.23） (30,000)

<上下水道局>

ｳ) 交通安全対策 <防災安全課> 32,626 32,854

ｴ) 海岸保全対策

・ 海岸保全施設整備事業(再掲P.22)
<水産課>
<港湾局>

<農林整備課>
(173,150) (56,730)

・ 下関港海岸直轄事業(再掲P.22) <港湾局> (440,000) (346,667)

・ 海岸環境整備事業（松谷海岸）(再掲P.22) <河川課> (2,300) (3,000)

ｵ) 消費者支援対策 <市民文化課>

・ 消費生活業務 11,965 11,936

・ 市民相談業務 15,036 14,625

　一般、特別相談

南海トラフ巨大地震による津波の影響を視野に、浸水想定区域、
避難所、避難経路等を記載したハザードマップを作成する。 

豊田地域の木屋川流域における避難所や避難経路等をわかりやす
く表示したリーフレットを作成する。 

災害時の避難勧告等の伝達手段として、市内各地に屋外拡声子局
を整備する。(既設 34基 H26整備：六連島､蓋井島) 
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平成26年度 平成25年度

(1)農林水産業の振興

ｱ) 農業生産基盤の整備 <農林整備課>

・ 農業生産基盤整備事業（危険ため池整備） 47,500 65,000

・ 集落基盤整備事業(下関南部地区) 21,782 16,260

・ 中山間地域総合整備事業(下関北部地区) 21,010 8,205

拡 ・ 多面的機能支援事業 79,831 54,643

・ 湛水防除事業（清末排水機場） 20,000 11,050

・ ため池等整備事業 17,440 66,770

・ 水利施設整備事業 20,000 800

ｲ) 畜産生産基盤の支援 <農業振興課>

・ 畜産振興業務 5,610 4,515

新 　乳用牛繁殖効率化支援事業費補助金 (1,000)

・ 共進会開催業務 1,350 1,350

・ 家畜防疫対策業務 6,273 6,253

ｳ) 林業生産基盤の整備 <農林整備課>

・ 民有林振興業務(再掲P.22) (5,105) (6,495)

・ 市有林造林事業(再掲P.22) (103,733) (96,400)

・ 市行造林事業(再掲P.22) (12,116) (22,555)

・ 小規模林道事業(再掲P.22) (12,000) (12,000)

・ 普通林道開設事業(再掲P.22) (39,230) (14,230)

ｴ) 漁業生産基盤の整備 <水産課>

・ 水産物供給基盤機能保全事業 69,008 115,680

　下関地区、豊浦地区、豊北地区

・ 漁業生産基盤整備 1,240 2,205

　長府地先～タコ産卵礁投入 (980) (980)

予 算 額 （ 千 円 ）
項　　　　　　　　　　　　目

３．将来に希望をもって意欲的に働ける自立したまち（産業振興） 

農地の多面的機能の維持･発揮のために、地域の各活動組織が取
り組む地域資源の維持･保全及び質的向上を図る活動に対して支
援を行う。(農地･水･環境保全向上対策事業の拡充､名称変更) 

雌選別精液による乳用後継牛(雌子牛)の計画的な生産への取組み
を支援する。 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成26年度 平成25年度

・ 下関漁港整備(ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ、高度衛生対策 ほか) 91,372 42,179

<水産課>

ｵ) 流通基盤の整備

・ 市場活性化対策業務 <市場流通課> 4,656 4,609

ｶ) 多様な担い手の育成、支援

・ 担い手育成支援事業･農地集積支援事業 <農業振興課> 148,966 74,953

　人・農地プラン推進事業 (143,139) (67,227)

　農業者振興団体育成補助金 (2,000) (2,000)

　就農円滑化事業 (3,203) (3,102)

　　農業大学校授業料等助成、新規就農者支援

・ ニューフィッシャー確保育成推進事業 <水産課> 2,259 4,734

・ 外国人漁業研修生受入事業 <水産課> 7,400 7,450

ｷ) 経営基盤の安定化

・ 下関漁港振興対策資金融資 <水産課> 475,000 475,000

・ 遠洋漁業振興対策資金融資 <水産課> 23,982 24,014

ｸ) 生産振興対策の推進

・ 園芸産地育成事業 <農業振興課> 2,866 42,101

　生産者団体等に対する共同利用機械・施設等整備費補助

・ 産地振興作物生産拡大事業 <農業振興課> 8,500 10,000

・ 水田農業生産条件整備支援事業 <農業振興課> 12,822 28,961

　水田等の生産体制整備のための共同利用機械導入費助成

・ 有害鳥獣捕獲業務 <農林整備課> 76,478 78,682

　侵入防止柵（電気柵、金網フェンス）

　イノシシ捕獲柵・檻整備 等

取組規模や受益戸数等により、国県の補助の対象とならない事
業に対し、産地振興作物（いちご、アスパラガス等）の栽培に
必要な施設機械等の整備費の一部を助成し、生産の早期拡大を
図る。 

市場活性化計画の策定に向け、将来の市場のあり方や活性化方策

を検討し、産地及び量販店訪問等を行い、市場の活性化に努める。 

農業者の高齢化に対処し、耕作放棄地の解消を図るため「人・
農地プラン」を作成し、新規就農者及び担い手へ支援を行う。 

①青年就農給付金 ②農地集積協力金 ③経営体育成支援事業 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成26年度 平成25年度

・ ジビエ有効活用推進事業 <農林整備課> 7,753 6,044

　ジビエ処理施設管理運営

拡 ・ 水産物ブランド化推進事業 <水産課> 3,114 2,072

ｹ) 魅力ある農山漁村づくりの推進

・ 農業公園管理運営 <農業振興課> 19,213 16,022

　交流体験施設、果樹管理

新 ・ 中山間地域づくり総合支援事業 <地域支援課> 1,225

・ 離島漁業対策事業 <水産課> 3,940 3,940

・ くじら文化発信事業 <水産課> 53,298 51,321

　下関・長門鯨文化交流事業 (1,057) (1,057)

　学校給食への鯨肉提供事業 (7,582) (7,500)

　下関くじらフェスティバル (4,970) (12,221)

　下関くじら普及啓発キャンペーン事業 (1,000) (1,242)

新 　第二十五利丸モニュメント整備 (36,700)

・ 下関カッターレース開催費助成 <水産課> 500 500

ｺ) 安心・安全農林水産物づくりの推進

・ 環境保全型農業直接支援対策事業 <農業振興課> 10,780 10,780

「下関ふく」、日本一の水揚げを誇る「あんこう」や豊北の
「下関北浦特牛イカ」等のﾌﾞﾗﾝﾄﾞの強化を図る。 

①下関フクブランド強化セミナー開催 ②下関沖合底びき網漁

業ブランド化推進 ③下関北浦特牛イカブランド化推進 
④市長によるふく料理教室 

離島での漁業再生を目的とし、漁業者自らが集落協定を締結して

行う漁業再生への取組みを支援する。 

第二十五利丸を解体し、その一部を活用して、あるかぽーとに
モニュメントを設置する。 

減農薬等でエコファーマーの認定を受けた農業者を対象に、環
境保全型の農業を行うことに対する営農コストの増を直接支援
し、国土の保全、水源の涵養等の維持を図る。 

北西太平洋鯨類捕獲調査船団壮行会及びくじらグルメフェアを

開催する。 

中山間地域の活性化に取り組む地域づくり活動に対する支援 
対象事業：川棚のクスの森直売所整備事業 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成26年度 平成25年度

(2)商工業の振興

ｱ) 商店街の活性化 <商工振興課>

・ 商店街等競争力強化事業 2,800 2,800

・ あきんど活性化支援事業 6,970 6,970

・ 小売商業消費拡大支援事業 8,000 8,000

「しものせき元気アップ事業(スタンプカード事業)」助成

ｲ) 企業経営の安定化、体質強化 <商工振興課>

・ 中小企業事業資金融資 220,175 196,794

・ 中小企業協同組合組織強化資金融資 8,334 8,334

・ 中小企業夏場・年末特別融資 900,000 900,000

・ 商店街近代化資金融資 80,001 53,334

・ 中小企業体質強化特別融資 2,370,484 3,080,428

・ 中心市街地活性化チャレンジ資金融資 50,000 40,000

・ 海外ビジネス支援資金融資 13,334 13,334

・ 小規模企業サポート資金融資 19,549 21,578

・ 中小企業体質強化特別融資等保証料補給 40,472 51,113

　中小企業の負担軽減のため保証料補給率の嵩上げ継続

ｳ) 企業の誘致

・ 中心市街地空オフィス対策事業
<産業立地・
　就業支援課> 4,819 4,893

・ 企業立地促進奨励金
<産業立地・
　就業支援課> 100,000 88,000

・ 工場立地促進資金融資 <商工振興課> 137,376 144,789

・ 企業誘致業務
<産業立地・
　就業支援課> 5,859 6,222

　山口県企業誘致推進連絡協議会等

新 ・ 企業誘致アクションプラン策定 <産業政策課> 4,395

商工会議所が全市的に実施するスタンプカード事業を支援する
もので、参加店での買い物金額に応じてシールを提供し、一定
枚数に達したら景品があたる抽選に応募できるもの。 

 年１回実施 

中心市街地の空オフィス対策のため、新規オフィス進出者、雇
用創出に対して支援する。 

 事務所賃借料の１／２内等 

企業誘致に当たり、特に重点的に取り組む分野を明確にし、戦略

的な企業誘致方針を構築する。 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成26年度 平成25年度

ｴ) 新産業、新規創業等の支援

・ 制度融資 <商工振興課>

　起業資金融資 60,434 23,387

　新事業育成資金融資 17,501 11,668

・ 創業支援施設運営事業
<産業立地・
　就業支援課> 444 431

・ 認定新商品トライアル発注制度 <商工振興課> 200 210

新 ・ ビジネスフェア開催支援事業 <商工振興課> 650

・ 展示見本市等出展補助 <商工振興課> 1,000 1,000

・ 下関ブランド発信事業 <商工振興課> － 2,900

新 ・ 地域資源活用促進事業 <商工振興課> 3,700

新 ・ 再生可能エネルギー賦存量等調査(再掲P.21) (3,327)
<産業政策課>

・ モーダルシフト利用促進事業
<産業立地・
　就業支援課> 6,400 6,400

ｵ) 中心市街地活性化促進業務(再掲P.18) <商工振興課> (22,421) (23,800)

(3)就業支援策の強化

ｱ) 就業支援対策

・ 就業促進･雇用対策事業
<産業立地・
　就業支援課> 5,649 3,605

新 　就業支援コーディネート事業 (2,583)

創業支援施設の活用を図るため、駐車場賃貸料補助などを行う。 

下関市認定新商品随意契約制度で認定した中小企業者の新商品を
市が購入し､商品の評価を中小企業者へフィードバックする。 

下関ブランドなどの特産品について首都圏への販路拡大の支援を
行う。 

地域資源を活用した中小企業者の取組みに対し、商品開発、販路

開拓等一貫した支援を行う。 

ビジネスフェアの開催を支援し、ビジネスチャンスの発掘(交流

による新たな取引､マッチング機会拡大)を図る。 

労働行政関係機関との協議、調整を行うとともに、就職ガイダン
スなどを行う。 

小口貨物の長距離輸送にかかる混載輸送を対象に、新規又はシ
フトして鉄道輸送を利用する荷主に対し、輸送費の一部を補助
しモーダルシフトを促進する。 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成26年度 平成25年度

新 　キャリア教育推進事業
<産業立地・
　就業支援課> (3,066)

ｲ) 雇用対策

・ 緊急雇用創出事業
<産業立地・
　就業支援課> 96,390 209,918

　起業支援型地域雇用創造事業 (96,390) (105,943)

ｳ) 高齢者の労働力の活用
<産業立地・
　就業支援課> 11,926 12,811

・ シルバー人材センターの事業に対する支援

ｴ) 勤労者金融対策
<産業立地・
　就業支援課>

・ 中小企業勤労者小口資金融資 4,018 5,000

・ 離職者緊急対策資金融資 4,531 5,000

(4)貿易の振興

ｱ) 貿易振興対策

・ 貿易団体育成 <商工振興課> 1,988 1,988

・ 貿易拡大推進、輸出入品展示商談会開催 <商工振興課> 2,205 1,805

・ 東アジア国際戦略事業 <国際課> 1,189 2,234

ｲ) 集貨対策･航路誘致 <港湾局>

・ 集貨対策､コンテナ航路誘致､客船誘致 21,407 19,488

　国内・海外ポートセミナー、ポートセールス

　海外集貨セミナー開催予定：中国

　下関港利用促進補助金 (3,000) (3,000)

・ 新港地区利用事業費補助(再掲P.20) (3,000) (3,000)

中国での国際戦略として、観光、ロジスティクス、貿易等にお
ける事業促進のため関係官公庁、事業所等の訪問やセミナー等
への参加を通じて情報収集と併せ協力関係を構築する。 

起業後10年以内の民間企業等に、地域に根ざした事業の起業等
に資する事業を委託し、当該事業の実施のために失業者を雇い
入れ、地域のニーズに応じた人材育成を行い、失業者の雇用の
継続を図る。 

①各中学校にキャリアコンサルタントを派遣し、セミナー等を
実施する。②普通科高校を対象にビジネスフェアの見学体験を
行い、職業意識を啓発する。 
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平成26年度 平成25年度

(1)観光・レクリエーションの振興

ｱ) 広域的な観光資源、拠点等の整備 <観光施設課>

新 ・ 火の山展望台基本計画の策定 2,877

・ 火の山ユースホステル整備事業 232,253 48,000

新 ・ 海響館増改築基本構想の策定 3,110

ｲ) 広域観光ルートの形成等 <観光政策課>

・ 下関観光キャンペーン補助金 43,051 40,551

　高杉晋作関連広域連携事業（萩市との連携事業） (1,000) (1,000)

拡 　イルミネーション水族館（光のオブジェ追加） (3,000) (1,000)

新 　ニーズ別企画　「家族旅」「シニア旅」 (3,000)

新 　食企画　「美味ふく下関」「美味極上下関(仮称)」 (3,000)

・ コンベンション誘致促進業務 25,104 25,111

・ 関門広域観光振興 4,108 4,108

　関門海峡観光推進協議会（下関市、北九州市、山口県）

・ 下関・長門・美祢広域観光振興 622 619

　長州路観光連絡会（下関・長門・美祢市及び各観光協会）

ｳ) 多彩で魅力ある観光地づくり

・ ＪＲ山陰本線観光列車運行(みすゞ潮彩)(再掲P.17) (855) (855)

予 算 額 （ 千 円 ）
項　　　　　　　　　　　　目

 ４．観光や交流から生まれる多彩で魅力あるまち（観光振興） 

「観光寸劇」「源平night in 赤間神宮」「ふくちょうちんまつ
り」などのおもてなし事業を行う。 

Ｈ２６～Ｈ２７継続費 ３７３,０００千円 

ＲＣ造２階 延床面積 約９８５㎡ 宿泊定員 ６２人 

老朽化した火の山展望台の建替えのための計画を策定する。 

新たな魅力づくりのため施設改善に向けた基本構想を策定する。 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成26年度 平成25年度

新 ・ 川棚のクスの森ライトアップ事業 <豊浦総合支所> 1,000

新 ・ 川棚温泉街 光のイベント事業 <豊浦総合支所> 600

・ 角島灯台･夢崎波の公園ライトアップ事業 <豊北総合支所> － 364

・ 唐戸地区イルミネーション設置 (1,000) (1,000)

(中心市街地活性化促進業務のうち)(再掲P.18) <商工振興課>

拡 ・ 下関駅前イルミネーションの増設(再掲P.18) － (2,322)

<公園緑地課>

新 ・ 夜間景観創出事業(再掲P.24)
<まちなみ住
　環境整備課> (5,000)

新 ・ 下関観光ガイドブック全戸配布 <観光政策課> 2,994

新 ・ 観光プロモーションＤＶＤの製作 <観光政策課> 3,000

新 ・ 高杉晋作関連施設の環境整備

　終焉の地の環境整備 <文化財保護課> 4,000

　療養の地の誘導､説明板設置 <観光施設課> －

・ 観光関連施設周辺道路整備事業 <道路課>

　高杉晋作終焉の地周辺道路舗装等(新地町1号線) 7,000

新 　桜山神社周辺歩道整備(上新地町25号線)(再掲P.16) (10,000)

　李鴻章道舗装(阿弥陀寺町11号線) 25,000

新 ・ 道の駅蛍街道西ノ市開館10周年記念祭 <豊田総合支所> 800

　開館10周年と合併10周年の記念イベントの開催

・ 国際観光対策 <国際課> 11,988 19,733

　観光ﾏｯﾌﾟ(韓・中)　観光ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸ(韓・中・台・英)

　釜山国際観光展、山東(青島)国際旅游交易会参加

拡 　外国人観光客滞在促進事業 (1,500) (1,000)

・ フィルム・コミッション業務 <観光政策課> 502 645

　ロケ支援や制作会社へのプロモーション活動等

宿泊客の増加を図るため、川棚温泉街で魅力的な光のイベントを

実施する豊浦町観光協会に対して補助を行う。 

観光客に対する市民のホスピタリティ向上のため、市民向けに編

集した観光ガイドブックを全戸に配布する。 

旅行エージェント等に対するプロモ－ション用に最新の観光情

報を紹介するＤＶＤを製作する。 

本市に宿泊する外国人観光客の増加を図るため、海外の旅行
エージェントに対して補助をする。 

※フェリー利用限定条件を廃止 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成26年度 平成25年度

ｴ) レジャー、余暇施設

・ 競艇事業 <競艇事業局> 30,585,551 23,544,517

ＳＧ　チャレンジカップ開催（11月）

オラレ下関の開設

ミニボートピアあじす、外向発売所運営

(2)連携・交流の促進

ｱ) 市内の連携・交流

・ 定住自立圏構想推進 <企画課> 652 653

ｲ)隣接地域との連携・交流

・ こども文化パスポート事業 <教育政策課> 494 959

・ 関門地域大学連携への支援（「大学ｺﾝｿｰｼｱﾑ関門」） 300 300
<企画課>

ｳ) ＵＪＩターンの促進 <企画課>

・ 定住奨励金、出産祝金の支給 4,000 4,000

　対象：豊田・豊北・離島(蓋井島、六連島)地域

　定住奨励金（１０万円）　出産祝金（２０万円）

・ 移住者新築住宅購入支援事業 10,030 10,600

　移住希望者に対して住宅新築経費を官民で助成

・ 人口定住促進住宅管理運営（豊北ハイツ） 934 918

ｴ) その他国内の連携・交流 <企画課>

・ 本州四端交流事業 1,239 1,348

　岩手県宮古市、和歌山県串本町、青森県大間町

新 ・ ほたるサミットの開催 3,500

　第２６回ほたるサミットの引受け

夏休みを中心に、他市と共同で文化施設等を活用して、幼児・
児童・生徒が各市の歴史・文化・自然に接する機会を増加させ、
｢豊かな心｣を育み｢家族のふれあい｣を促進する。 

北九州・下関の大学が連携した「関門学」など、特色ある教養
教育の実施を支援する。 

「定住自立圏共生ビジョン」懇談会開催 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成26年度 平成25年度

(3)国際交流の促進

ｱ) 国際交流の促進 <国際課>

・ 釜山広域市･青島市職員派遣 5,167 5,155

・ 国際交流員招致 4,947 4,912

中国(青島市)より国際交流員受入

・ 青少年の海外派遣 5,525 5,438

小中学生(韓国・中国・米国)

・ 留学生「下関塾」開催 － 477

新 ・ 下関･青島友好都市締結３５周年記念事業 7,670

新 ・ 火の山トルコチューリップ園命名関連事業 2,309

市内の留学生に下関の歴史・文化等を学んでもらうとともに市
民・留学生の交流を深め本市の良さをＰＲする。 

イラン･イラク戦争中に日本人を救出したトルコ航空機長 故 オ
ルハン･スヨルジュ氏を顕彰する記念碑の除幕式典を開催する。 

青島で開催される友好都市締結35周年記念式典への参加、世界
園芸博覧会でのイベント開催、青島市の訪日団の受入れ等 
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平成26年度 平成25年度

(1)保健・医療の充実

ｱ) 健康づくりの促進 <健康づくり課>

・ 健康づくり推進 21,131 19,250

　健康チャレンジ２０１４事業 (980) (596)

新 　ふくふく２１健康フェスタ －

　食育推進計画「下関ぶちうま食育プラン」推進 (1,086) (1,962)

・ 母子保健業務 336,377 310,669

　乳幼児健診指導 <健康づくり課> (51,775) (48,663)

　妊婦健康診査 <健康づくり課> (197,012) (194,459)

拡 　不妊治療費助成 <保健予防課> (55,943) (36,471)

拡 ・ 健康増進業務 <健康づくり課> 193,413 193,698

・ 予防接種業務 <保健予防課> 611,615 664,614

・ 感染症予防業務 <保健予防課> 9,435 6,086

新 　HIV抗体価検査の医療機関への委託 (949)

予 算 額 （ 千 円 ）
項　　　　　　　　　　　　目

 ５．誰もが健康で、ふれあいを大切にした温かみのあるまち(保健・医療・福祉) 

各種健康診査、健康相談、健康教育等 
働く世代の女性支援のためのがん検診推進事業 
（乳がん、子宮がん検診） 

セットがん検診事業、退職世代のがん検診推進事業 

がん検診受診率向上ＰＲ（バス車内放送、車両ラッピング） 

平成21年度より、妊婦健康診査の公費負担回数を５回から１４

回へ拡充して実施 

各種健康診査やふくふく健康チャレンジ対象事業への参加など
を通じて、市民の自主的な健康づくりや生活習慣改善への意識
形成を図る。 

①あったかごはんプロジェクト ②食の伝道師 

健康づくり計画「第２次ふくふく健康２１」の策定に伴い、健

康づくりのイベントを開催する。 

「ヒブワクチン」「小児用肺炎球菌ワクチン」（０～４歳） 

「四種混合」「日本脳炎」など 

３９歳以下の平成26年度以降の新規申請者については、初年度

の助成回数の上限を３回から６回に拡大する。 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成26年度 平成25年度

・ 後期高齢者医療制度業務 <保険年金課> 3,724,091 3,630,979

（一般会計）

4,579,897 4,173,639

（特別会計）

ｲ) 地域医療体制の充実

・ ＡＥＤの整備 <保健部総務課> 6,751 7,059

・ 産科医等確保支援事業 <保健部総務課> 16,667 16,667

新 ・ 薬のリスクコミュニケーション <生活衛生課> －

・ 市立市民病院運営業務 <病院管理課> 1,125,355 1,131,784

　地方独立行政法人 下関市立市民病院運営費負担金 (1,113,018) (1,119,478)

　地方独立行政法人 下関市立市民病院運営費交付金 (11,900) (11,935)

・ 市立市民病院整備資金貸付 <病院管理課> 1,678,000 325,000

・ 豊浦病院施設整備事業 <病院管理課> 84,273 7,000

・ 豊浦病院　設備改修･医療機器更新 <病院管理課> 84,024 77,900

　空調設備、ホルミウムヤグレーザー等

・ 豊田中央病院　医療機器更新 <豊田中央病院> 42,972 31,000

　白内障･硝子体手術システム等

(2)国民健康保険事業の充実

ｱ) 国民健康保険の適正な運営 <保険年金課>

後期高齢者医療制度に係る業務 

◇業務の分担 ～ 広域連合：保険料賦課・給付 

         市区町村：保険料徴収・窓口 

公立施設にＡＥＤを整備 既存２２３台 新設５台追加 

地域医療センター(仮称)整備、医療機器等更新 

区　  分 医療給付費分
後期高齢者
支援金分

介護納付金分

保 所　　得　　割 9.8% 2.7% 3.2%

険 被保険者均等割 24,800円 6,800円 8,100円

料 世 帯 平 等 割 25,400円 7,000円 5,900円

51万円 14万円 12万円賦 課 限 度 額

薬のインターネット販売の解禁に向けて、薬剤師会と協力し、薬
剤師による薬の講話等を行う。 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成26年度 平成25年度

新 ・ 国民健康保険総合システム開発業務 <保険年金課> 180,000

新 ・ 重症化予防業務 <保険年金課> 41,885

・ 保健サービスの充実 <保険年金課> 109,351 108,334

　はり、きゅう施術補助 (33,126) (33,111)

　外来人間ドック補助 (53,900) (52,685)

　歯科健康診断補助 (1,568) (1,566)

　後発医薬品差額通知書作成共同処理 (892) (869)

・ 特定健康診査･特定保健指導 <保険年金課> 122,724 166,764

(3)地域福祉の充実

ｱ) 地域福祉の推進

・ 民生児童委員活動援護業務 <福祉政策課> 77,360 80,992

・ 地域福祉推進業務 <福祉政策課> 3,836 4,036

　地域福祉推進大会、地域福祉推進事業等補助

拡 ・ 心の健康づくり推進強化事業(いのちのワクチン事業) 5,185 2,578

<保健予防課>

(4)高齢者福祉の充実

ｱ) 高齢者福祉サービスの充実

・ 第六次いきいきシルバープラン作成 <いきいき支援課> 4,817

生活習慣病の予防に資する特定健康診査・特定保健指導を実施
する。 
 自己負担：１,８００円（４０歳～６４歳） 

      １,４００円（６５歳～７４歳） 

国の重点施策である自殺対策をはじめ、相談、訪問、受診援助
など、心の健康づくりを推進するため、精神保健福祉士等を１
名増員して体制を強化する。 

高齢者福祉計画及び介護保険事業計画を一体として平成27年度
から３年間を計画期間とする第六次いきいきシルバープランを
策定する。 

保険料の賦課徴収、保険給付等に係る総合システムを開発する。 

レセプトデータ等から医療費分析を行い、糖尿病などの慢性疾
患が重症化する可能性のある被保険者へ保健指導を行う。 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成26年度 平成25年度

・ 高齢者措置業務 <いきいき支援課> 191,250 200,267

　養護老人ホーム入所措置

・ ひとり暮らし高齢者等対策業務 <いきいき支援課> 468,964 474,540

　緊急通報体制整備 (42,539) (43,270)

　軽費老人ホーム助成 (410,985) (415,150)

　生活支援ハウス運営 (13,086) (13,086)

・ 社会福祉施設整備費の助成 <介護保険課> 209,000 186,800

・ 施設開設準備経費助成特別対策補助金 <介護保険課> 57,600 45,600

新 ・ 陽光苑ナースコールシステム更新 <いきいき支援課> 15,000

ｲ) 生涯現役社会づくりの推進

・ 生きがい対策等業務 <いきいき支援課> 91,818 90,917

　老人クラブ活動費助成 (9,119) (9,913)

　高齢者バス等利用助成「いきいきシルバー１００」 (31,084) (29,249)

　高齢者銭湯等利用助成 (8,940) (9,000)

　敬老祝い (20,131) (20,040)

　敬老の祝典等開催 (20,864) (20,435)

・ 満珠荘管理運営 2,697 2,517

ｳ) 疾病予防、介護予防の推進
<介護保険課>
<いきいき支援課>

<健康づくり課>

・ 地域支援事業 458,910 461,374

 介護予防事業 (137,219) (145,261)

　二次予防事業対象者把握

　介護予防支援通所　　介護予防普及啓発

　二次予防事業評価　　高齢者健康づくり

　地域活動グループ支援

包括的支援事業・任意事業 (321,691) (316,113)

　地域包括支援センター（５箇所）

　在宅介護支援センター運営

　配食サービス、高齢者実態把握、認知症高齢者支援

高齢者が要介護状態等となることを予防し、地域において自立

した日常生活を営むことができるよう支援する。 

・地域密着型特別養護老人ホーム  ３施設 
・認知症高齢者グループホーム   １施設 
・定期巡回･随時対応型訪問介護看護システム ２事業所 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成26年度 平成25年度

(5)障害者福祉の充実

ｱ) 障害者福祉サービスの充実

・ 障害者計画･障害福祉計画の策定 <障害者支援課> 2,400

・ 自立支援給付等業務
<障害者支援課>
<保健予防課> 5,334,189 5,188,740

　介護給付 (3,832,200) (3,730,700)

　訓練等給付 (963,700) (962,000)

　自立支援医療 (449,389) (409,440)

　補装具費支給 (88,900) (86,600)

・ 地域生活支援業務
<障害者支援課>
<保健予防課> 1,903,537 1,959,142

　日常生活用具給付 (68,460) (68,900)

　福祉タクシー助成 (72,281) (80,273)

　重度心身障害者医療費助成 (1,404,820) (1,462,536)

　特別障害者手当等給付 (81,005) (81,856)

　障害者デイサービス (60,800) (60,000)

新 　盲ろう者向け通訳･介助員 養成･派遣事業 (3,234)

新 ・ 社会福祉施設整備費の助成 <障害者支援課> 39,800

ｲ) 障害者の社会参加の促進 <障害者支援課>

・ 障害者スポーツセンター運営 31,799 27,453

・ 身体障害者福祉センター運営 22,657 21,016

(6)児童福祉の充実

市立保育所運営業務　23園  1,666人 <こども育成課>

私立保育所運営業務　33園  3,558人 <こども育成課>

盲ろう者向け通訳(触手話､点字等)や介助ができる市民の養成及
び盲ろう者の外出時における通訳や介助員の派遣を行う。 

平成27年度から３年間を計画期間とする障害者計画及び障害福
祉計画を一体として策定する。 

グループホーム･ケアホーム一体型 ２施設 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成26年度 平成25年度

ｱ) 子ども･子育て支援体制整備

・ 子ども･子育て支援事業計画策定 <こども育成課> 5,670 496

新 ・ 子ども･子育てコンシェルジュの設置 <こども育成課> 1,887

・ 豊浦地区幼保一体化施設整備事業
<こども育成課>
<学校支援課> 343,400 249,000

新 ・ 本庁地区幼保一体化施設整備事業 <こども育成課> 13,850

　地質調査、基本設計

ｲ) 家庭への子育て支援

・ 放課後児童健全育成業務(児童クラブ) <こども家庭課> 239,269 234,362

　児童クラブ、放課後児童対策事業費補助

・ 保育所機能強化推進業務 <こども育成課> 100,858 95,000

　地域子育て支援センター (65,426) (60,632)

　おのこり保育事業 (11,906) (11,920)

　ホリデイ保育事業 (1,934) (2,027)

　一時保育事業 (15,592) (14,421)

・ 児童環境づくり推進業務
<こども家庭課>
<こども育成課> 27,355 24,416

　Ｆｏｒ Ｋｉｄｓプラン２０１０啓発事業 (6,147) (3,282)

　　元気ファミリーフェスタ開催

新 　　親子映画鑑賞事業

　ブックスタート推進事業 (3,749) (3,595)

　ファミリーサポートセンター事業 (5,368) (5,345)

　つどいの広場運営 (8,872) (8,900)

　子育てサークルネットワーク推進事業 (612) (687)

子ども・子育て支援法に基づき、平成27年度から５年間の子ど

も・子育て支援事業計画を策定する。 

｢こども未来部｣創設にあたり､子育て関係の相談を受け､各種サー
ビスの利用手続きの案内を行うコンシェルジュを配置する。 

Ｈ２５～Ｈ２６継続費 ５６２,０００千円 

ＲＣ造２階 延床面積 約１,８５０㎡ 平成27年4月開園予定 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成26年度 平成25年度

ｳ) 地域社会での子育て支援

・ 私立保育所援護対策業務 <こども育成課> 368,766 250,808

　延長保育促進 (140,400) (140,400)

　一時保育サービス事業 (8,614) (7,220)

　ホリデイ保育サービス事業 (3,562) (3,362)

　特定保育事業 (2,400) (2,750)

　子育て支援特別対策事業施設整備費補助 (117,810) (4,961)

・ 児童健全育成対策業務
<こども家庭課>
<こども育成課> 4,156,276 4,205,304

　子育て支援短期利用 (1,716) (1,503)

　乳幼児健康支援一時預かり (46,426) (44,274)

　児童手当給付 (4,098,095) (4,152,500)

・ 乳幼児、妊産婦保健医療対策業務 <こども家庭課> 475,247 479,680

　乳幼児医療費助成 (471,217) (475,590)

　　市単独制度　３歳未満所得制限無

・ 障害児支援給付等業務 <障害者支援課> 281,300 228,300

・ 児童館管理運営業務 <こども家庭課> 35,349 32,657

　ゆたか児童館、ひかり童夢、宇賀児童館、ひこまる

・ こども発達センター管理運営業務 <障害者支援課> 36,797 30,545

・ 家庭児童相談室運営業務 <こども家庭課> 6,959 6,847

・ 児童虐待防止対策業務 <こども家庭課> 480 1,200

　要保護児童対策地域協議会

(7)母子・父子福祉の充実

ｱ) 自立支援対策の充実 <こども家庭課>

・ 児童扶養手当給付 1,479,000 1,482,000

・ ひとり親家庭等医療費助成 244,883 251,715

・ 母子福祉援護業務 75,427 79,090

　自立支援教育訓練給付金、高等技能訓練促進費

・ 母子寡婦福祉資金貸付業務 42,504 36,240

　修学資金、技能習得資金、生活資金、就学支度資金等

私立保育所改築 １施設 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成26年度 平成25年度

(8)低所得者福祉の充実

ｱ) 自立・援助対策の充実

・ 生活保護制度の適正な運営 <生活支援課> 9,079,279 9,066,170

　生活保護(扶助費) (8,430,000) (8,460,000)

拡 　就労支援員の配置 (5,677) (2,791)

・ 中国残留邦人等生活支援 <福祉政策課> 9,707 10,047

・ 住宅支援給付事業 <福祉政策課> 19,248 30,928

・ ホームレス対策事業(緊急一時宿泊事業) <福祉政策課> 1,800 1,688

・ 居宅生活移行支援事業 <福祉政策課> 7,380 7,174

新 ・ 生活困窮者自立支援モデル事業 <福祉政策課> 31,300

(9)介護保険事業の充実

ｱ) 介護保険の適正な運営 <介護保険課> 25,856,069 25,325,603

介護保険事業 (25,397,159) (24,864,229)

　第５期介護保険事業計画　（Ｈ２４～Ｈ２６）

地域支援事業（再掲P.41） (458,910) (461,374)

無料低額宿泊所において、入所者毎に支援計画を作成し自立支

援を行う。 

生活困窮者に対して自立相談支援や就労準備支援等を行う。 
(平成27年度の生活困窮者自立支援法施行に向けた国のモデル事
業実施) 

生活保護受給者に対し職業指導や求人情報の提供を行う就労支

援員を１人増員する。 
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平成26年度 平成25年度

(1)生涯学習の推進

ｱ) 図書館の充実

・ 子どもの読書活動推進用図書整備 <図書館政策課> 3,000 3,000

ｲ) 公民館活動の充実

・ 勝山公民館改築事業(再掲P.26) <生涯学習課> (28,000) (830,000)

ｳ) 生涯学習支援体制の充実

・ 下関みらい塾事業 <生涯学習課> 1,230 1,250

・ 生涯学習プラザ管理運営業務 <生涯学習課> 391,678 380,377

　生涯学習プラザ・中央図書館

(2)学校教育の充実

ｱ) 教育環境の整備・充実

新 ・ 教育センター整備事業 <教育政策課> 422,628

・ 小学校施設整備 <学校支援課> 64,346 96,620

　耐震補強事業（１８棟）

・ 中学校施設整備 <学校支援課> 127,232 36,484

　耐震補強事業（１６棟）

・ 幼稚園耐震化事業 <学校支援課> 9,700 20,000

　耐震二次診断（生野､黒井､室津）

・ 下関商業高等学校耐震化事業 <下関商業高校> 28,350 2,000

　商業科棟耐震補強工事

予 算 額 （ 千 円 ）
項　　　　　　　　　　　　目

６．地域の特色を活かしたまなびのまち（教育・文化） 

３月補正予算計上予定(国 東日本大震災復興特別会計補正分) 

小・中学校耐震補強事業 ２,４３１,１５７千円 

小学校 ２５棟 中学校 ６棟 

Ｈ２６～Ｈ２７継続費 ９４３,８００千円 

ＲＣ造３階 延床面積 約２,９１７㎡ 



‐ 47 ‐

項　　　　　　　　　　　　目 平成26年度 平成25年度

・ 小･中学校ＩＴ推進 <学校支援課> 167,585 173,328

・ 教職員研修推進 <学校教育課> 4,784 5,264

・ 学力向上推進事業 <学校教育課> 15,010 3,610

・ ふるさと学習支援事業 <学校教育課> 674 642

　下関歴史マップ作成・配布

・ 適正規模･適正配置事業 <教育政策課> 2,160 2,000

　次期基本計画の策定､小･中学校の統廃合の推進

・ 学級支援補助教員活用事業 <学校教育課> 3,497 6,993

拡 ・ 特別支援教育支援員配置 <学校教育課> 108,542 81,102

拡 ・ 階段昇降機の増設･更新 <学校支援課> 11,500

　小学校(増設 2台､更新 2台)､中学校(増設 3台)

・ スクールバス運営業務 <学校教育課> 38,421 37,302

・ 遠距離通学・通園費補助 <学校教育課> 10,128 10,100

新 ・ 離島通学援助費の創設 <学校教育課> 1,086

・ 就学援助
<学校教育課>
<学校安全課> 485,808 505,000

・ 生徒指導推進業務 <学校安全課> 30,570 30,248

・ 障害幼児指導援助業務 <学校教育課> 46,394 44,536

新 ・ いじめ問題対策推進協議会の設置 <学校安全課> 665

特別な支援が必要な学級へ補助教員を配置して、学級運営の安

定化を図る。 

特別な支援が必要な児童･生徒が在籍する各学校に特別支援教育
支援員を配置して､肢体不自由等の障害のある児童･生徒の介助
や個別の指導が必要な児童･生徒への学習指導､生活指導の充実
を図る。※１週間当たりの勤務日数を３日から４日に拡充 

ガイダンスアドバイザー(学校安全指導員）（６名） 
教育相談員・教育支援教室専門指導員（７名） 

カウンセリングアドバイザー派遣 

特別な支援が必要な幼児の市立幼稚園への就園に際し、指導員
を配置し個別の支援を行う。 

障害児指導員の配置（２０名） 

いじめ防止対策推進法の施行により義務づけられた連携強化と
調査等の組織として｢いじめ問題対策推進協議会｣を設置する。 

蓋井島在住の中学･高校生の寄宿舎「青雲寮」を使用中止してい
るため、その代替として、一般賃貸住宅を利用する生徒の保護
者に居住等に係る費用の一部を助成する。 



‐ 48 ‐

項　　　　　　　　　　　　目 平成26年度 平成25年度

新 ・ 学校給食支援ソフトの導入 <学校安全課> 4,627

・ 公立大学法人運営業務 <総務課> 215,311 208,170

　公立大学法人 下関市立大学運営費交付金

ｲ) 特色ある学校づくり

拡 ・ コミュニティ・スクール推進事業 <学校教育課> 11,929 1,737

　全学校にコーディネーターの配置･研修 (9,080)

新 ・ 全国コミュニティ･スクール研究大会の開催 1,575

<学校教育課>

・ 学校・家庭・地域の連携協力推進事業 <生涯学習課> 12,906 12,954

ｳ) 私学の振興

・ 私立中学校、高等学校運営費補助 <学校教育課> 28,485 26,515

・ 私立幼稚園運営、障害児教育費補助 <学校教育課> 16,809 16,931

・ 私立専修学校、各種学校振興補助 <教育政策課> 1,452 1,454

拡 ・ 私立幼稚園就園奨励業務 <学校教育課> 160,000 130,000

　生活保護世帯及び多子世帯の保護者負担軽減の拡充

ふるさと下関協育ネット：地域全体で教育に取り組む体制づく

りを行い、地域住民が地域の子どもたちの成長に積極的に関わ

ることを通して、地域住民の生きがいを生むとともに地域全体

の教育力の向上を図る。 

放課後子ども教室：地域住民の協力を得て、放課後、週末等に

おける子どもたちの安全・安心な居場所づくりを行う。 

子どもたち一人ひとりに応じたきめ細かな教育を展開していく
ために、地域の人々と目指す子ども像を共有し、一体となって
子どもたちを育てていくことができる学校づくりを推進する。 

第３回全国コミュニティ･スクール研究大会を本市引受けで開催 
（日程）８月５日 （場所）市民会館 

保育所と同様に生活保護世帯の保護者負担を無償とするととも
に、第２子の負担額を半額にした上で所得制限を撤廃し、第３
子以降についても所得制限を撤廃し、同時在園条件を緩和する。 

学校給食におけるアレルギー対策を強化するため、給食の献立
作成を支援するソフトを導入する。 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成26年度 平成25年度

(3)文化・スポーツの振興

ｱ) スポーツ活動の推進及び環境の整備・充実 <ｽﾎﾟｰﾂ振興課>

・ 体育施設整備事業 61,300 95,900

　菊川運動公園照明設備改修

　長府体育館２階フロア改修　ほか

・ 菊川体育館整備事業 9,111

　建設用地排水対策設計

・ 海響アスリート認定制度 857 884

・ ツール･ド･しものせき２０１４開催 5,500 3,000

・ 下関海響マラソン２０１４開催 27,894 27,976

・ つのしま夕やけマラソン 2,600 2,600

拡 ・ 海峡のまち下関歴史ウォーク 1,015 415

・ 全国大会等開催補助 740 1,155

・ 我がまちスポーツ推進事業 10,000 10,000

・ ねんりんピック推進業務 16,426 1,200

新 ・ 特別巡回ラジオ体操の開催 2,042

美しい海峡を持つ観光交流都市下関を全国にアピールし、市の

活性化を図る。(平成26年11月2日開催) 

国体の成果を地域づくりにつなげるため、スポーツ施設を核と
し、スポーツを通じた幅広い住民の参加等を通じ、地域資源の
活用、スポーツの振興を図る。 

①ジュニアスポーツチャレンジ（国体地元開催競技のスポーツ

教室） ②我がまちスポーツ全国大会等補助 ③スポーツコン

ベンション促進のための合宿等補助 など 

維新･海峡ウォーク(30km)又は海峡のまち下関歴史ウォーク(30 
km)、ツール･ド･しものせき(130km)、下関海響マラソン(フル
マラソン)の３大会を完歩・完走した方を海響アスリートに認定
する。 

平成27年に山口県で開催するねんりんピックのプレ大会開催等 
（本市開催種目）弓道、なぎなた、サッカー、ボウリング 

合併10周年記念として、ＮＨＫラジオ放送の「特別巡回ラジオ
体操」を開催する。（日程）７月 （場所）下関陸上競技場 

合併10周年記念として、各総合支所管内をスタートとする新
コースを設定する。（日程）11月15日･16日 

サイクリングを通じて下関の魅力を広くＰＲすることで、自転

車の利用促進、交流人口の拡大を図る。(平成26年10月5日開催) 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成26年度 平成25年度

ｲ) 芸術文化活動の推進及び環境の整備・充実

・ 市芸術祭業務 <市民文化課> 3,500 3,500

・ 文化事業推進業務 <市民文化課> 20,948 20,090

　朝鮮通信使関連事業

新 　朝鮮通信使世界記憶遺産登録推進部会加入 (300)

・ 市民会館改修事業 <市民文化課> 119,000 23,000

　耐震実施設計、トイレ改修(洋式化、女性専用化)

・ 美術館（展覧会開催業務） <美術館> 39,542 40,029

「アートが絵本と出会うとき」

「生誕110年 海老原喜之助展」

「ボタニカルアートとイングリッシュガーデン」ほか

　　　　　　　ｳ) 文化財の保護

・ 新博物館整備事業 <文化財保護課> 472,300 179,850

・ 史跡前田砲台跡公有化事業 <文化財保護課> 12,081 267,000

・ 文化財保存修理費助成 <文化財保護課>

　功山寺山門 48,013 20,407

　神上寺曼荼羅 1,180 829

新 ・ 功山寺決起150周年記念特別展｢晋作決起｣の開催 7,511
<文化財保護課>

　長府博物館・東行記念館

新 ・ ｢鯨文化を考える(仮称)｣シンポジウム等の開催 4,995
<人類学ﾐｭｰｼﾞｱﾑ>

　豊北歴史民俗資料館開館3周年･合併10周年記念

新 ・ 下関の自然シンポジウム(仮称)の開催 <文化財保護課> 823

　ホタルの里ミュージアム開館10周年･合併10周年記念

(4)国際化への対応

ｱ) 国際化の推進 <国際課>

・ 小中学生の海外派遣(再掲P.37) (5,525) (5,438)

・ 留学生住居費助成 3,240 3,240

国指定史跡となった前田砲台跡について、指定地の公有化を進

める。 

Ｈ２５～Ｈ２７継続費 １,５５０,０００千円 

ＲＣ造平屋 延床面積 約１,５００㎡ 
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平成26年度 平成25年度

(1)開かれた行政への取組

ｱ) 行政情報化の推進

・ インターネットシティ整備事業 <情報政策課> 193,746 254,181

新 ・ 住民税額シミュレーションシステムの導入 422

<市民税課>

ｲ) 広報広聴活動の充実

・ タウンミーティングの実施 <広報広聴課> 391 388

・ 議会報発行 <議会事務局> 3,931 3,910

新 ・ 合併１０周年記念式典の開催 <企画課> 3,000

新 ・ 市報しものせき｢合併10周年記念特集号｣の発行 3,000

<広報広聴課>

　合併後10年の歩みを振り返る記念特集号の発行

新 ・ ご当地ナンバープレートの作製 <資産税課> 2,000

新 ・ ふるさと納税ご当地WAONカードの作製 <企画課> 470

(2)市民活動支援の推進

ｱ) 市民活動の場の確保

・ コミュニティづくり推進業務 <市民文化課> 156,054 141,485

　町民館建設事業費等補助金 (11,850) (16,943)

新 　コミュニティセンター助成事業 (15,500)

予 算 額 （ 千 円 ）
項　　　　　　　　　　　　目

７．市民も企業も行政もみんなで担える元気なまち(協働のまちづくり) 

市長と市民の対話により、より市民の声を市政に反映させ、相

互理解に基づく市政運営を行う。  

インターネットを利用して市県民税額のシミュレーションや申告
書の作成を行うことができるシステムを導入する。 

原動機付自転車等のナンバープレートを本市独自の形状やデザ
インで作製する。（合併10周年記念事業） 

支払金額の０.１％が本市へ寄附されるイオングループの電子マ
ネーカードを作製する。（合併10周年記念事業） 

合併10周年を祝う式典の開催 
（日程）２月 （場所）市民会館(予定) 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成26年度 平成25年度

ｲ) 市民活動組織の育成支援

・ ボランティア・ＮＰＯ等の育成及び活動の支援 22,594 22,335

<市民文化課>

　しものせき市民活動センター運営　ほか

ｳ) 市民参画の促進

・ パートナーシップ推進業務 <市民文化課> 8,996 6,833

　市民活動支援補助金 (5,500) (5,500)

(3)行政機能の充実及び行財政運営の効率化

ｱ) 行政機能の充実

・ 地域内分権推進業務 <地域支援課> 4,300 1,300

　住民自治によるまちづくり推進計画(仮称)の策定

　まちづくり会議(仮称)の開催　など

・ 総合計画策定業務 <企画課> 8,644 9,607

新 ・ 補助金検討委員会の設置 <行政管理課> 155

・ 公共施設マネジメント推進業務 <行政管理課> 7,444 8,940

新 ・ 道路台帳統合業務 <道路課> 30,000

・ 公営施設管理公社経営改革推進業務 <総務課> 2,537 6,300

・ 本庁舎整備事業 <管財課> 2,735,400 3,473,000

総合計画審議会の開催、住民説明会･パブリックコメント等 

補助金の見直しを行うため外部の有識者で構成する補助金検討
委員会を設置する。 

公共施設カルテの作成及び公表を行うとともに、地図情報を利
用した分析ソフトを導入する。 

旧市町単位で管理している道路台帳をデジタル化して統合し、
一元管理を行う。 

経営状態が悪化している下関市公営施設管理公社について中小
企業診断士による経営改善指導等を行う。 

Ｈ２４～Ｈ２６継続費 ７,９３５,０００千円 
本庁舎新館 鉄骨造１０階 延床面積 約１８,１７４㎡ 

(H26) 本庁舎新館低層部建設、保健所解体、立体駐車場建設 

本庁舎本館増築部解体及び屋外整備実施設計 
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項　　　　　　　　　　　　目 平成26年度 平成25年度

・ 菊川総合支所整備事業 <管財課> 7,303

　建設用地排水対策設計

・ 豊田総合支所整備事業 <管財課> 368,980 26,000

・ 豊浦総合支所整備事業 <管財課> 350,800 300,000

・ 豊北総合支所整備事業 <管財課> 100,000 698,800

・ 住民票等のコンビニ交付業務 <市民ｻｰﾋﾞｽ課> 10,380 9,235

・ 職員研修業務 <職員課> 17,894 18,454

　ＯＪＴ実践研修、コーチング研修 等

(4)人権教育・啓発活動の充実
<人権・男女
　共同参画課>

・ 人権教育啓発活動 2,584 2,490

新 ・ 第２９回人権啓発研究集会への参加 314

(5)男女共同参画の推進
<人権・男女
　共同参画課>

・ 男女共同参画意識啓発業務 1,912 2,197

　講演会、人材育成講座の開催等

①市民人権教育講座 ②人権教育指導者研修会 ③暮らしと人
権学習講座 ④地域人権学習講座 ⑤人権施策推進審議会 ⑥
人権フェスティバル 

Ｈ２４～Ｈ２６継続費 ８０３,０００千円 

ＲＣ造２階 延床面積 約２,２９８㎡ 

平成２６年３月 供用開始 (H26) 旧庁舎解体､外構工事 

住民票等のコンビニ交付システムの運用のための負担金等 

（日程）平成27年1月22日・23日 （場所）山口市 
部落解放同盟山口県連合会主催（山口県で初開催） 

Ｈ２６～Ｈ２８継続費 ８３０,０００千円 

ＲＣ造２階 延床面積 約２,２１３㎡ 

Ｈ２５～Ｈ２６継続費 ６５０,０００千円 

ＳＲＣ造３階 延床面積 約４,２２０㎡ 

平成２６年１２月 全体供用開始予定 
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●新規開設施設

（単位：千円）

区分 施設名 概要 開設時期
管理運営費

予算額

新設 下関駅連絡通路等
・東西連絡通路
・東南広場連絡通路
・南口交通広場

H26年 3月 42,148

新設 ふくふくこども館
ＪＲ下関駅ビル３階
延床面積 約2,600㎡

H26年 4月 142,800

改修 豊北総合支所･神田支所
木造平屋建　延床面積 約51㎡
（旧特牛診療所を改修）

H26年 4月 807

改修 旧下関英国領事館
煉瓦造２階建・一部平屋建
（本館・附属屋）延床面積 約411㎡

H26年 7月 26,786

増設
栽培漁業センター
　第２育成棟

鉄骨造２階建　延床面積 約622㎡
（キジハタ、アカウニ、アワビの育成）

H26年 8月 8,775

新設 下関駅周辺自転車等駐車場
・北自転車駐車場　約436台
・南自転車駐車場　約264台
・原動機付自転車等駐車場　約150台

H26年10月 9,113

改修 豊浦総合支所 ＲＣ造３階建　延床面積 約4,220㎡ H26年12月
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●主な事務事業の見直し
(単位：千円)

款（会計）
　主管課

事業名 見直し内容
平成26年度
削減効果額

総務費

　広報広聴課
テレビ広報業務

テレビ広報の字幕スーパーの充実に併せ、手話通訳の挿入回数
を10回から2回に削減する。 1,080

消防費

　防災安全課
防災業務

地域防災計画書の印刷部数を削減し、ＣＤＲによるデータ提供等
で対応する。 1,087

消防費

　防災安全課
国民保護法業務

国民保護計画書の印刷部数を削減し、ＣＤＲによるデータ提供等
で対応する。 365

介護会計

　いきいき支援課

高齢者健康づくり活動住
民グループ助成事業

補助金上限額を50万円から30万円に引き下げるとともに、補助対
象経費を限定する。 4,100

民生費

　いきいき支援課

老人クラブ連合会等健康
づくり活動促進事業

補助率を10割から9割へ引き下げるとともに、補助対象経費を明
確化する。 565

衛生費

　廃棄物対策課

合併処理浄化槽設置費
補助金

補助対象をみなし浄化槽又はくみ取り便槽から合併処理浄化槽
へ転換する工事に限定する。（住居新築等を対象外とする。） 28,822

使用料

　保健部総務課
斎場使用料

受益者負担の見直しにより、火葬炉の使用料を改定する。
（例）市内大人 4,000円 → 6,000円 7,317

手数料

　試験検査課
保健関係手数料

受益者負担の見直しにより、衛生検査鑑定試験料等を改定する。
（例）細菌培養検査 620円 → 710円 707

諸収入

　健康づくり課
がん検診自己負担金
（検診機関へ支払う場合あり）

持続可能な各種がん検診体制の構築のため、自己負担金を改定
する。（例）胃がん検診[個別] 2,000円 → 2,400円 7,200

諸収入

　動物愛護管理センター
ペット火葬料

受益者負担の見直しにより、ペット火葬料を改定する。
（例）６ｋｇ未満 2,000円 → 3,000円 775

諸収入

　学校安全課
学校給食費

食材費の値上がりを反映し、１食あたり10円アップの改定を行う。
（例）小学校 250円 → 260円 13,415

使用料・諸収入

　生涯学習課

青年の家使用料・実費弁
償金

受益者負担の見直しにより、使用料（宿泊）の減免基準の改定及
び電気代の実費徴収を行う。 198

総務費

　企画課

大学生等定住促進事業
（観光施設無料券配布）

市外からの大学新入学生全員に対する施設無料券の配布を廃
止する。 450

総務費

　情報政策課
みらいカード運営業務

平成25年7月より外国人住民の方へ住民基本台帳カードの発行
が可能となったことから廃止する。 620

総務費

　総務課
市表彰業務

市功労表彰、善行表彰等の被表彰者に授与していた銀盃を廃止
する。 719

総務費

　市民サービス課
自動交付機運用業務

証明書自動交付機を廃止し、コンビニ交付に一本化を図る。（H26
の削減効果は１ヵ月分） 934

総務費

　市民サービス課

サテライトオフィス運営業
務

利用者の少ないサテライトオフィスゆめタウンを廃止する。 3,685

総務費

　豊北･地域政策課

土井ヶ浜連絡協議会補助
金

自主財源での運営が可能と判断し、補助金を廃止する。 64

農林水産業費

　農業振興課

耕畜連携土づくり推進事
業

堆肥の活用について一定の成果が認められたため廃止する。 1,989

消防費

　消防局総務課
消防局長交際費 消防局長の交際費を廃止する。 9

民生費

　こども育成課

保育所給食調理業務民
間委託移行

長府第一､長府第二保育園の給食調理業務を民間委託する。 －

衛生費

　クリーン推進課

ごみ収集業務民間委託
移行

ごみ収集の民間委託業務の範囲を一部拡大する。 －

諸収入

　管財課

自動販売機設置公募制
度適用の拡大

カラトピア４階、菊川総合支所、豊田総合支所において公募を開
始する。 564

保険料(国保会計)

　保険年金課

保険料コールセンターの
開設

国民健康保険料の滞納者に電話で納付勧奨を行うコールセン
ターを開設し、保険料収納率の向上を図る。 －

寄附金

　企画課

ふるさとしものせき応援寄
附金

クレジットカード等による支払方法を導入し、手続きを簡素化する
ことなどにより、寄附金の増収を図る。 －

１．制度改正による事業費見直し

３．廃止・休止

４．民間委託等（将来的な負担軽減を図る）

５．その他

２．料金改正
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●ゼロ予算事業リスト

H26
H25
又は

前回
増減額

総合政策部
国際課

国際交流員等が実施する
韓国語・中国語講座

0 0

　市民を対象に、初級者向けの韓国語・中国語講座を
行う。
　市民の語学能力向上、姉妹友好都市への友好感情
を醸成することができる。

福祉部
生活支援課

公共職業安定所常設窓口
設置事業

0 ― ―

  本庁舎内に職業安定所の職員２名を配置し、生活保
護受給者等の支援が必要な者に対して、求人情報の
提供、職業相談、職業紹介等を実施する。
  市民の福祉の増進を図るとともに、福祉から就労へ
の移行を促進する。

福祉部
いきいき支援課

下関市高齢者見守り環境
整備事業（「高齢者見守り
隊」の拡充）

10 10 0

　ひとり暮らし高齢者等と関わりを持っている事業者が
「高齢者見守り隊」（協力事業者）として、日常業務の中
で声かけや見守りを行い、必要に応じて関係機関に連
絡をする。
　「高齢者見守り隊」の取り組みに必要なリーフレット・
ステッカーを作成済のため、「高齢者見守り隊」の拡充
は協定書・協定書クリアケース購入の予算のみで実施
できる。

保健部
健康づくり課

しものせき健康ブランド 10 6 4

　企業活動を通じて市民の健康づくりの意識づけに一
緒に取り組む民間企業に対し、 “しものせき健康ブラン
ド”を認定することで、企業と行政が一丸となって市民
への健康づくりを支援するもの。
　企業は、企業ステータス向上と販売促進効果が得ら
れ、市民は、健康づくりに取り組むことで有益な消費活
動ができ、行政は、事業費を節約できるなど、これらが
うまく循環することで地域が活性化し、心身ともに元気
な街・下関の実現に寄与するもの。

環境部
環境政策課

クールビズランチ・ウォー
ムビズランチ

0 0

  市役所食堂において、体を冷やす効果のあるクール
ビズランチ、及び体を温める効果のあるウォームビズラ
ンチを提供するとともに、地元食材のＰＲを行う。
  適正な冷暖房の温度下でも快適に過ごせるよう工夫
し、冷暖房によるエネルギー消費を抑え地球温暖化対
策に取り組むことを啓発する。

環境部
環境政策課

ノーマイカーデー 0 0

　毎月第３金曜日をノーマイカーデーとして、通勤手段
を、自家用車から公共交通機関などに切り替える。
　温室効果ガスを削減して、地球温暖化対策に資する
ことができる。

環境部
環境政策課

アダプションプログラム 0 0

　下関市が管理する道路、公園、河川等の公共施設に
おいて、市民が里親となってボランティアで美化・清掃
に取り組む。
　地域の環境美化に対する意識の高揚が図られ、市民
と市が一体となって地域活動を推進することができる。

農林水産振興部

水産課
下関くじらサマースクール
（くじら文化発信事業）

0 0

　下関市内小学生を対象に、「下関とくじらの歴史」、「く
じらとは何？」、「くじらを捕っていた方のお話」、「くじら
はとっていいの？」等の講座を開催する（市内小3～6
年・定員30名）
　次の世代を担う子供たちに、くじらのまち下関の郷土
の歴史とくじらに関する正しい情報を発信できる。

教育委員会
教育部
生涯学習課

わくわくｻｲｴﾝｽ事業
・下関わくわく科楽少年隊
・下関ｻｲｴﾝｽ・ﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ

10 0

  様々な科学実験が体験できるサイエンスフェスティバ
ルや、市内の小学生の優れた科学作品が集まった「下
関市児童科学展覧会」を開催する。
  「科学に親しみ、科学を楽しむ」機会を与えることを通
して、人材の育成に寄与する。

所管課 事業名

事業費　（千円）

事業内容・効果等
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